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「新しい自己資本比率規制の素案に対する意見募集の実施について」への意見一覧 

（内部格付手法） 

 

番号 条文 意見の概要 回  答 

1 

第 1 条第

43 号イ

(1) 

株式等の定義として「償還されないこ

と」とある。「償還」も広く捉えること

が可能であるが、最終案では、厳密な

意味での「償還」に限定しており、発

行体の清算による資本回収は「償還」

ではないことが明示されている。 

「償還」の意味を限定しておかないと、

時限的な SPC の解散による回収を広く

「償還」と解されかねない恐れがある。

最終案パラグラフ 235 と同様に、「償還

されず、持分の売却あるいは発行体の

清算によってのみ回収可能なもの」と

明記して頂きたい。 

「償還されないこと」とは、当該投下

資本の回収手段が当該投資手段の譲渡

又は発行体の解散に伴う残余財産の分

配に限られるという趣旨であり、規制

素案第 1 条第 43 号イ(1)にいう「償還

されないこと」もこのような意味です。

御指摘の中にある「時限的な解散」は

必ずしもその意図するところが明らか

でないものの、一般には、法人が解散

する際には清算手続きにおいて残余財

産の分配が行われるのが通常であり、

その時点における残余財産の分配は

「償還｣にはあたらないと考えられま

す。 

2 

第 1 条第

33 号～

第 51 号 

告示素案の定義に基づいて実際の取引

がどのような資産区分に該当するの

か、監督当局と民間金融機関とのコン

センサスを作り上げる必要があるた

め、早急に民間金融機関と意見交換を

行う場を設定していただきたい。 

個別具体的な金融商品の取扱いについ

て、網羅的に規制素案において規定す

るのは合理的とはいえず、具体的な実

施において問題となる個別の論点につ

いては、規制素案の直接の対象となる

金融機関との間で意見交換を行いつ

つ、解釈集等において反映していきた

いと考えています。 

3 

第 1 条第

33 号

(ハ) 

ハの「特別の法律に基づき設立された

法人」に中小企業金融公庫も入るとの

理解で良いか。 

御指摘のとおりです。 

4 

第 1 条第

33 号

（ロ） 

地方公共団体が受益者の土地信託は地

方公共団体向けのエクスポージャーと

の認識でよいか。 

土地信託の取扱いについては、今後解

釈集等の中で明確化する予定ですが、

土地信託にかかる損失の金額につい

て、受益者である地方公共団体から補

償を受けられることを前提とすれば、

御指摘のような考え方も直ちに否定さ

れるものではないと考えています。 

5 

第 1 条第

33 号

（ハ） 

「特別の法律に基づき設立された法

人」の規定は海外にも当てはまるとい

う理解でよいか。 

例えば、新 BIS 規制に当初より参加し

ない国においては、本件を含む各国当

局裁量についてどのような対応がなさ

れるのか現時点では不明。（ホ）の解釈

規制素案第 1 条第 33 号（ハ）は我が国

の債務者を想定した規定であり、一方、

海外の債務者については、規制素案第

1 条第 33 号（ホ）の規定に従うことと

なります。御指摘の、当初からはバー

ゼルⅡに参加しない国における取扱い

については、今後検討を行い、必要に
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次第では、中央政府・中央銀行（狭義）

以外にソブリンを認定することが出来

ず、本邦で第 1 条第 33 号（ハ）の規定

によりソブリン（広義）としているの

と比ベ均衡を失するため。 

応じて解釈集等の中で明らかにしたい

と考えています。 

6 

第１条第

35 号､第

36 号､ 

第 67 条

～第 69

条 

信用リスクの標準的手法において第

67 条～第 69 条で使用されている「法

人等向け」の定義も設けるべき。 

規制素案第 9 条第 1 項第 1 号（見直し

後の規制案も同条同項同号）で「法人

等」を定義しています。 

7 
第 1 条第

69 号 

第 1 条 69 号によれば、債務者の資産サ

イドに特定貸付債権の目的たりうる物

的資産が存在する場合には、当該事業

法人向けの与信は証券化ではなく、特

定貸付債権と分類される。これら以外

の資産を保有する債務者（証券化目的

導管体）が、負債側に階層化された優

先劣後構造を持つ場合にはすべて証券

化エクスポージャーとなる。この証券

化の定義は明確であり、当事者の予見

可能性を確保するものとして高く評価

できる。 

一方、この定義に従うと M&A ファイナ

ンスにおける LBO ローンのように、特

別目的会社が資産として特定の会社の

株式を保有し、かつ負債側に株式を発

行しつつ資金調達としてローンを借り

入れた場合、実態的には証券化取引と

は認知されていない取引が、形式的に

は証券化に区分されることになる可能

性も生じる。国際的にも同種の取引は

証券化として取り扱うことはないもの

と考えられている。これら物的資産を

担保とはしないノンリコース与信につ

いて、証券化と区別するための基準が

必要であると考えられる。 

特定貸付債権以外の特別目的会社向け

のノンリコースの信用供与について

は、事業法人等向けエクスポージャー

として扱うべきところ、当該 SPC の負

債側が優先劣後構造を有するようにト

ランチングされているのであれば、証

券化エクスポージャーに分類されま

す。バーゼルⅡにおいては、金融機関

の健全性を図る観点から、いわゆる優

先劣後構造を有する場合は劣後部分に

リスクが凝縮されることに鑑みて特別

の取扱いを定めているのであって、一

般に証券化商品として認識されている

ものに限って証券化として扱う趣旨で

はありません。いわゆる LBO ローンに

ついては、個々具体的な融資の条件に

照らしてそのリスク特性を検討するこ

とが期待されており、一律の取扱いを

定めることは、リスクの実態と乖離す

る取扱いとなるおそれがあると考えて

います。そのうえで、概論を申し上げ

るのであれば、単純にレバレッジをか

けているだけであれば、事業法人等向

けエクスポージャーとして信用リス

ク・アセットを計算すべきであり、他

方、ノンリコースローンの投資家間で

株主・債務者間契約等により優先劣後

構造が組み込まれている場合には、買

収対象となる会社の株式を原資産とし

た証券化エクスポージャーとして計算

すべきことになるものと考えられま

す。 

8 
第 1 条第

41 号 

資金使途が居住用の不動産の取得に向

けられたものであれば、抵当権の設定

を行っていない場合であっても、居住

御指摘の趣旨を踏まえ、修正致しまし

た（見直し後の規制案第 1 条第 41 号参

照）。なお、いわゆる従業員向けの住宅
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用不動産向けエクスポージャーとして

扱うことを認めるべき。 

「居住用不動産向けエクスポージャ

ー」は「個人向けの不動産担保付貸付

け」と定義されているが、内部格付手

法では PD・LGD を推計するため、適切

にセグメント分けができれば、表面的

な担保の有無は大きな問題にはならな

い。むしろ、住宅取得という資金使途

がリスク特性の特定に大きな役割を果

たしている。したがって、「居住用不動

産向けエクスポージャー」の定義を「個

人向けの居住不動産関連貸付け」とし

ていただきたい。 

従業員向けの福利厚生として企業が保

証をつけた住宅ローンを取組んでいる

ことがあるが、この場合は企業が独自

で担保設定を行っている例が多い。こ

うした個人の住宅取得向け貸付であっ

ても、当該プールにおいて LGD は設定

でき、また、PD 特性はむしろ住宅ロー

ンとしての側面が強く、この観点から

管理されている場合もある。あえて当

該プールをその他リテール向けエクス

ポージャーとする必要性はないと考え

る。また、大規模マンションなどを業

者が施行する際に、担保設定が数ヶ月

遅れてしまい、そのためその数ヶ月の

間だけ販売業者が保証を入れている例

があるが、これらについてもそのまま

住宅ローンに振り替わるものであり、

｢居住用不動産向けエクスポージャー｣

として取扱うべきと考える。 

ローンの信用リスク・アセットの計算

方法については、解釈集等の中で明確

化を図る予定です。 

 

9 

第 1 条第

42 号

(ニ)(ホ) 

適格リボルビング型エクスポージャー

の定義にある「ポートフォリオにおけ

る PD の低いエクスポージャーの損失

率のボラティリティが低いこと」の取

扱いについて、以下の点を確認したい。

－PD の低いエクスポージャーを別途

のプールとすることは不要との理解で

よいか。 

－PD の低いエクスポージャーの分別

手法および損失ボラティリティの検証

手法は金融機関の任意でよいか。 

適格リボルビング型エクスポージャー

について規制素案第 1条第 42号ホの要

件が規定されているのは、適格リボル

ビング型エクスポージャーの所要自己

資本率（K）算出のための関数は、その

他リテール向けエクスポージャーに比

べて、特に PD が低い範囲において、所

要自己資本比率が低く算出されること

に鑑み、当該関数を用いるのに相応し

いものに限る趣旨です。言い換えれば、

PD の低い範囲において、損失率のボラ

ティリティが高い場合には、当該エク

スポージャーの非期待損失は、適格リ
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ボルビング型エクスポージャーの関数

式から算出される値よりも大きい可能

性があるため、当該エクスポージャー

については、その他リテール向けエク

スポージャーの関数を適用することに

なります。 

エクスポージャーをどのようにプール

に区分し、このような区分が適切であ

ったかを検証するのは、一次的には当

該金融機関の役割です。ただし、内部

格付手法採用行は、当該区分及び検証

の方法が最低要件に合致していること

について、当局に説明する責任を果た

すことが求められます。 

10 
第 1 条 42

号ニ 

第 1 条第 42 号ニには「損失率のボラテ

ィリティが低いこと」と記述されてい

ますが、ボラティリティの意味を明確

にしていただきたい。 

損失率のボラティリティとは、過去の

損失率の実績がどの程度ばらついてい

るかを示す値のことを指します。具体

的な計算方法については、今後検討を

進め、必要に応じて解釈集等の中で明

らかにしたいと考えています。 

11 
第 1 条第

43 号 

特定貸付債権の主体に対する出資につ

いては、株式等エクスポージャーとし

て扱うという理解で良いか。 

御指摘のとおりです。 

12 
第 1 条第

43 号 

第 1条第 43号ニに以下の下線部を追記

し、その旨を明確に規定することを要

望します。 

「ニ 返済額が株式からの収益に連動

する債務、株式の保有と同様の経済的

効果をもたらす意図の下に組成された

債務、有価証券（証券取引法第二条に

定める有価証券を含む）、金融派生商品

その他一切の金融商品を含むがこれに

限らない。」 

ここにいう有価証券は、株式の保有と

同様の経済的効果をもたらす意図の下

に組成された金融商品の例示に過ぎま

せん。特に証券取引法上の有価証券を

除外する趣旨ではありません。また、

証券取引法上の有価証券を全て株式等

エクスポージャーとして扱うことを認

める趣旨でもありません。 

13 

第 1 条第

1 項第 43

号イ及び

第 174 条 

投資信託についても株式等エクスポー

ジャーにおける内部モデル方式により

リスク・ウェイトを算出する方法を認

めるべき。 

御指摘の趣旨及び金融機関におけるリ

スク管理実務を踏まえて、一定の要件

を満たす投資信託については、内部モ

デル方式が適用できるように、修正致

しました（見直し後の規制案第 167 条

第 4 項参照）。 

14 

第 1 条第

43 号イ

及び第

174 条 

投資信託（ファンド）に関し、「ルック

スルー方式」「単純過半数方式」「資産

運用基準」等による算出が困難なもの

に対し、「株式等エクスポージャー」に

て認められているマーケット・ベース

方式／内部モデル手法による信用リス

ク・アセット算出を認めることを希望

同上 
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いたします。 

15 

第 1 条、

第 154

条、第

173 条、

第 174

条、第

185 条等 

証券化取引と特定貸付債権の区分等、

エクスポージャー区分について、不明

確な取引が想定される。ガイドライン

等での補足規定とともに、適正な銀行

監督、市場への開示が行われることを

前提に、銀行側に自由度のある運用を

許容することを希望する。 

金融取引のイノベーションとともに、

様々な法的形式､経済的実態をもつ取

引が出てきており、その全てについて

貴庁告示等で網羅するのは不可能であ

ると考える。告示に掲げるカテゴリー

(通常取引でのエクスポージャー、特定

貸付債権エクスポージャー、証券化エ

クスポージャー、株式等エクスポージ

ャー、その他エクスポージャー等)への

当てはめが不明瞭なエクスポージャー

の取扱いについて、頻繁に発生する典

型的な取引については、取扱いを順次

貴庁告示への追加や、ガイドラインの

公表等で規定を追加する対応を取られ

るものと予想している。 

それと平行し、それらに当てはまらな

い取引に起因するエクスポージャーに

ついては、貴庁からは大枠の考え方を

示すに止め、保有する銀行が、自らの

判断について客観的な根拠のある場合

で、かつ、監督当局への十分な説明及

び定期的な検査、当該取引内容につい

ての可能な範囲内での市場への開示が

なされていることを前提として、各行

の自主的な判断に基づいて告示に掲げ

るカテゴリーに当てはめ、所要自己資

本の算出を行うことを許容されること

を希望したい。 

金融商品は多種多様なものがあり、それらに

ついて個々具体的な判断を提示するのは、現

実的ではなく、かえってリスク管理の実務を

阻害することになりかねないものと考えてい

ます。しかしながら、自己資本比率規制を見

直すに当たって、各金融機関における判断の

指針やリスク管理の考え方を論ずる上での問

題意識の共有を図るべく、今後解釈集等の中

で明確化していくことを予定しています。 

16 
第 1 条第

43 号 

転換社債（新株予約権付社債）や他社

株転換可能債など、株式と債券の両方

の性格を持つ金融商品について、株式

等エクスポージャーに該当するか否か

の判断を明確にしていただきたい。 

昨今、転換社債（新株予約権付社債）

だけでなく、株式と債券の両方の性格

を併せ持つ金融商品が増加している。

これら商品は債券として取り扱われる

株式と債務の性質を併せ持ついわゆる

ハイブリット型の商品は、商品の設計

次第で債務という形式をとりながら、

経済的には株式に近い性質を持つ商品

にも、逆に、株式という形式をとりな

がら、経済的には債務に近い性質をも

つ商品にもなりうるところであると言

われています。当庁としては、現在、

個別具体的な商品について当局が逐一
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か株式として取り扱われるかによっ

て、リスク・ウェイトが大きく異なる。

したがって、その取扱いを明確にして

いただきたい。 

例えば、以下の商品はどのように取り

扱われるか、明確にしてほしい。 

・転換社債（新株予約権付社債） 

・平成 17 年度商法改正で導入予定の、

強制転換権付転換社債（新株予約権付

社債） 

・他社株転換可能債 

・現金で償還せず、他社株で強制的に

償還される他社株転換可能債 

・銀行等が Tier2 自己資本に算入して

いる永久劣後債 

基準を提示することは、民間の創意工

夫による迅速な商品設計をかえって阻

害することになるのではないかと考え

ています。その上で、承認およびその

後の検査の過程において、当該金融機

関が自ら行った区分が規制素案第 1 条

第 43 号及びリスク管理の観点に照ら

して適切であること、また、内部格付

手法の最低要件を満たすことについて

の説明ができることが重要であると考

えています。また、商品の設計時には、

リスク管理の観点からどのような取扱

いを行うべきかもあわせて検討すべき

であると考えています。 

一方で、予め当庁としての見解を示す

ことが好ましいと思われる以下のよう

な商品について、その一般的な事例を

基に、可能な範囲で解釈集等において

明確化を図る予定です。 

・転換社債（新株予約権付社債の転換

社債型） 

例えば、一定の価格(基準価格)を上回

った場合に当該発行体の株式に「転換」

（厳密には新株予約権の行使）する権

利を債権者が有している場合は、「転

換」までは、社債権者が負担するリス

クは当該債務にかかるリスクに他なり

ませんので、事業法人向けエクスポー

ジャーとして扱うのが適切であり、他

方、「転換」後は株式そのものであるか

ら、株式として扱うのが適切であると

考えます。 

・他社株転換可能債 

例えば、一度でも対象とする株価が一

定の価格(基準価格)を下回った場合に

は他社株で償還するような商品設計が

なされている場合で、発行体のデフォ

ルトより前に株価が当該基準価格を下

回る蓋然性が高いときは、当該債権者

が引受けているリスクは、「転換」の対

象たる他社株であると考えられ、「転

換」前ではあっても他社株として扱う

のが適切であると考えられます。 

・金融機関が Tier2 自己資本に算入し

ている永久劣後債 

いわゆる Upper-Tier2 に分類される永
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久劣後債(規制素案第 6 条第 1 項第 4

号ハ等)であれば、第 1 条第 43 号ハ(1)

の要件を充足するものと考えられま

す。 

17 
第 1 条第

44 号 

その他リテール向けエクスポージャー

における｢1 億円未満のエクスポージ

ャー｣の判定にあたっては、以下の取扱

いを認めていただきたい。 

－1 億円未満のエクスポージャーの判

定は、当該銀行グループ合算ベースを

原則とする。ただし、銀行グループ内

の事業会社を跨っての合算は、業務運

営の一体性等を鑑み、実務的に可能な

範囲内にとどめることで可とする（守

秘義務についても考慮する）。 

－債務者の合算は、各行のリスク管理

実務に基づき可能な範囲で行う。 

－同一債務者の非事業性与信は 1 億円

未満のエクスポージャーを判定する際

に合算対象に含めない。 

規制素案第 1 条第 44 号に記載の「一億

円未満」の上限は、連結自己資本比率

の算出に当たっては、当該金融機関が

連結の対象とする会社で合算すること

（当該金融機関グループ合算ベース）

が期待されています。 

また、連結の対象となる複数の会社に

それぞれ１億円未満の貸付を行ってい

るが、これら連結の対象となる会社に

対する貸付総額が１億以上である場合

には、 金融機関のリスク管理実務に照

らして可能な限り合算することが好ま

しいと考えています。 

なお、金融機関として顧客に対する守

秘義務を遵守することは当然の要請で

すが、顧客情報の共有について同意を

得ている場合には、当該守秘義務が合

算を拒む正当な理由にはならないこと

にご留意ください。 

また、同一債務者の非事業性与信につ

いては、規制素案第 1 条第 44 号におい

て、居住用不動産向けエクスポージャ

ー及び適格リボルビング型リテール向

けエクスポージャーは、その他リテー

ル向けエクスポージャーから除かれる

ため、ここにいう 1 億円を判断する際

の合算の対象にはなりません。 

18 
第 1 条第

44 号 

その他リテール向けエクスポージャー

における｢1 億円未満のエクスポージ

ャー｣の判定にあたっては、信用保証協

会等ソブリンの保証がある債権を除い

て判定する扱いを認めていただきた

い。 

バーゼルⅡにおいては、保証が付され

た場合はリスク・ウェイトの置換又は

PD 若しくは LGD の推計において調整さ

れることが原則であり、適格金融資産

担保のような場合を除いては、保証さ

れている部分を EAD から除外するよう

な取扱いは予定されていません。規制

素案第 1 条第 44 号にいう「1 億円未満」

か否かの判定においても、被保証部分

を除く取扱いを認めるものではありま

せん。 

19 
第 1 条第

44 号 

その他リテール向けエクスポージャー

の定義のうち、後半の「一億円未満の

エクスポージャー」の定義においては、

中堅中小企業向けエクスポージャー

御指摘のとおりです。 
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（第 1 条第 52 号）において明示されて

いるような売上高基準や総資産基準は

示されていない。これはその他リテー

ル向けエクスポージャーについては、

告示素案記載の基準を充足していれ

ば、特に売上高等の事業規模は考慮し

なくてもよいとの理解でよいか。 

20 

第 1 条第

45 号～

第 46 号 

プロジェクト・ファイナンスの定義に

｢有形資産を担保の目的とするもの｣と

あるが、返済原資が無形資産の場合も

特定貸付債権として対応させていただ

きたい。 

御指摘の趣旨も踏まえ、特定貸付債権

として扱うことの当否を検討するにあ

たり、現在知的財産のファイナンスに

ついては、調査を進めているところで

す。かかる調査結果等を踏まえて、無

形資産を裏付けとする事業法人向けエ

クスポージャーの取扱いについて考え

方を整理していく予定です。 

21 

第 1 条 45

号、46

号、47

号、48 号 

特定貸付債権の定義で、一定の特別目

的会社が存在することが要件のように

書かれていることは、市場実態にそぐ

わないものと思われる。借り入れ主体

をあえて「設立された事業法人」に限

定することは避けるべきと考えられ

る。 

御指摘を踏まえ、修正致しました（見

直し後の規制案第 1 条第 44 号～第 47

号参照）。 

22 

第 1 条

45、46、

47、48、

51 号 

｢返済及び利払の原資を当該プロジェ

クト/有形資産/商品/不動産からの収

益に限定し｣の後に｢取り消し不能な販

売、リース契約等キャッシュ・フロー

の不確実性を排除する手段を持たない

もの｣を追加することを希望する。 

特定貸付債権を一般事業法人宛エクス

ポージャーから分別管理している趣旨

は、キャッシュ・フローの不確実性を

反映するものであり、キャッシュ・フ

ローの不確実性によるリスクを他の事

業法人の契約履行能力に関するリスク

に転嫁している場合は、一般事業法人

向けエクスポージャーとして取扱いが

認められるべきである。 

特定貸付債権は、事業法人等向けエク

スポージャーの一形態ですので、通常

の事業法人等向けエクスポージャーと

同様に信用リスク・アセットを算出・

計上することは妨げられません。もっ

ともその際、事業法人等向けエクスポ

ージャーと同様に、規制素案第 7 章第

4 節の最低要件を満たす必要がありま

す。 

なお、匿名組合員たる事業法人が事業

者である特別目的会社（SPC）に対して

無制限に追加出資義務を負担している

場合は、当該 SPC に対する特定貸付債

権は当該「プロジェクト」(規制素案第

1 条第 45 号)、「有形資産」（同第 46 号）

等からの「収益」に限定するものとは

当然にはいえないと考えます。 

23 

第 1 条第

1 項第 48

号、第 51

号ロ 

本邦のノンリコースローンの実態を踏

まえ、最終的なリスクが事業法人の信

用リスクに依拠するもの（いわゆる

SPC 向けノンリコースローン等）は 35

号「事業法人向けエクスポージャー」

とできる旨を記載していただきたい。

48 号「事業用不動産向け貸付」、ある

同上 
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いは 51 号ロの定義に該当するもので

あっても、最終的なリスクが事業法人

の信用リスクに依拠するものは、35 号

「事業法人向けエクスポージャー」と

で き る 旨 を 記 載 し て い た だ き た い 。

（例：SPC が事業法人と匿名組合契約

を締結しており、SPC のオプション行

使により、事業法人が追加出資に応じ

ることで、回収できるスキームとなっ

ている場合等） 

24 
第 1 条第

49 号 

証券化エクスポージャーおよび株式等

エクスポージャーに対する引当金のう

ち、一般貸倒引当金については適格引

当金の対象としていただきたい。 

御指摘を踏まえ、修正致しました（見

直し後の規制案第 1 条第 5 号参照）。 

25 
第 1 条第

49 号 

デフォルト債権のディスカウント部分

も適格引当金の対象としていただきた

い。 

内部格付手法において、デフォルト債

権のディスカウント部分は、適格引当

金として取扱うことがバーゼルⅡにお

いて認められているところです。しか

しながら、LGD につき当局設定値を用

いる基礎的内部格付手法において、デ

フォルト債権のリスク管理の適切性、

及び購入債権のディスカウント部分と

の取扱い関係の整理の観点から、引続

き検討していく予定です。 

26 
第 1 条第

49 号 

条文では、一般貸倒引当金、個別貸倒

引当金、部分直接償却額、特定海外債

権引当勘定のみが、限定列挙されてい

るが、実際には、他にも、貸倒引当金

に類似した性質を持つものとして、債

権売却損失引当金などがある。 

その他の引当金についての取扱いにつ

いては今後検討し、必要に応じ規制素

案の修正や解釈集等の中での明確化を

図っていきたいと考えています。 

27 

第 1 条 

第 51 号

（イ） 

最終文書において、各国当局により類

型等が示されることとなっているが、

「他の特定貸付債権に比べ損失のボラ

ティリティが高い事業用不動産の取得

に対する信用供与」に関しては、当局

サイドより、該当がない場合も含めて

具体的な類型等が示されるとの理解で

よいか。 

規制素案第 1条第 51号イの要件に該当

する信用供与は「ボラティリティの高

い事業用不動産貸付」の一つに該当す

ると考えており、同イに該当する信用

供与を類型化する試みは現時点で行っ

ていません。各金融機関においては、

自ら当該要件に該当する信用供与の有

無を判断し、もしあれば、そのように

区分することが期待されています。な

お、今後の審査・検査等を通じて当局

により同イに該当する信用供与を類型

化することが好ましいと判断するに至

った場合には、規制素案等においてそ

のような類型化について検討を行う予

定です。 
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28 

第 1 条 

第 51 号

（ロ） 

「ただし、債務者が信用供与者以外の

第三者から相当程度の株式等エクスポ

ージャーを通じた資金の提供を受けて

いる場合を除く」とあるが、「相当程度」

の判断については銀行側で定性的な観

点も含めて説明可能なものであればよ

く、今後、特に数値基準等は示されな

いとの理解でよいか。 

規制素案第 1条第 51号ロただし書きに

いう「相当程度」については、見直し

後の規制案においても数値基準を設け

ておりません。同ただし書きは、当該

株式等エクスポージャーによる信用供

与が「相当程度」であるか否かの立証

責任が一次的には金融機関にあること

を前提とした規定です。なお、今後、

必要に応じて、一定の基準を設けるこ

とを検討致します。 

29 
第 1 条第

52 号 

中堅中小企業向けエクスポージャーの

定義にある｢売上高｣の判定にあたって

は、同一グループに属するものとして

管理している場合は、連結の売上高に

加え、保守的に売上高を合算した数値

の使用も認めていただきたい。 

一般に、単独の売上高を合算する方法

は、連結売上高を用いるより保守的で

あると考えられますが、このように代

替的で簡便な計算方法を用いること

が、規制資本の算出の手法として求め

られている水準よりも保守性であるこ

とを説明できる限りは、単独の売上高

を合算した数値を連結売上高に代えて

用いることは妨げられません。 

30 

第 1 条第

1 項第 52

号 

中堅中小企業向けエクスポージャーの

定義に係る「売上高」について、「当該

事業法人が連結財務諸表を作成してい

る場合及び内部格付手法採用行が同一

のグループに属するものとして管理し

ている場合は連結の売上高をいう。」と

されているが、「当該事業法人が連結財

務諸表を作成している場合等、内部格

付採用行が・・・」等含みを持たせた

記載に変更し、各行の内部管理を尊重

していただきたい。 

売上高に関する連結ベースでの情報が

入手できない場合において、例えば入

手可能な情報を基に連結ベースの売上

高を推計することも、これに算出され

る所要自己資本の総額が、実際の売上

高を用いて算出されるであろう所要自

己資本の総額と比較して、十分に保守

的であることが合理的に説明できる限

りは、妨げられないものと考えていま

す。詳細については、今後、解釈集等

の中で明確化したいと考えています。

31 

第 1 条第

1 項第 53

号イ 

事業法人向けエクスポージャーに含ま

れるいわゆるアパートローンにおける

アパートは、当該事業法人向けエクス

ポージャーについての適格不動産担保

に含まれるとの理解でよいか。 

御指摘のとおりです。 

32 
第 1 条 

53（ロ） 

アパートローン（実質個人の資産管理

会社を含む）の場合、債務者の業績が

即不動産価値（収益還元法）に跳ね返

り、担保による保全を全くみられない

ことになるが、そのような意図である

のか確認させていただきたい。 

アパートローンの類型毎に検討が必要

であり、一般論として回答するもので

はありませんが、例えば、資産管理会

社が不動産を取得し、当該不動産に責

任財産を限定して融資を実行している

ような場合、または、当該不動産以外

に返済の原資を有しない場合について

いえば、御指摘のとおりです。 

33 

第 1 条第

54 号

（イ） 

割引手形取引を債権担保付として取扱

う場合、割引実行日から手形期日まで

の期間を当初満期 1 年の判定に代替す

振出日が白地のために振出日から手形

期日までの期間が不明である場合は、

御指摘の取扱いで差し支えありませ



 

 11  

ることを認めていただきたい。 ん。 

34 

第 1 条第

60 号

（ニ） 

「プールに含まれる購入債権のうち、

最大のものが総額に占める割合が 3 パ

ーセント以内であること」とあるが、

具体的な数値を削除いただきたい。や

むを得ず、数値を盛り込む場合には、

上限制限の判定時期を債権購入時のみ

とした上で、実務上相対的に影響度が

低くなると思われる 5 パーセント以上

の水準に変更していただきたい。 

まず、分散プールの集中制限はプール

に含まれる資産の種類・特性・劣後や

留保等のスキーム上の設定を踏まえて

決定するものであり、単一の数値を設

定することは実務に馴染まないと考え

る。例えば、優先劣後構造による優先

部分の買取において劣後部分を手厚く

することで集中制限の許容度も広がる

はずである。 

次に、かかる実務上の実態を無視して

「3 パーセント」の集中制限が適用さ

れた場合、大企業に比べて一般的に取

引先数の少ない中堅・中小企業に対し

て債権流動化市場へのアクセスを大き

く制限することとなり、本邦における

債権流動化市場の育成に大きな障害に

なると危惧される。（市場への影響は金

額ベースで概ね 6,000 億円を下回らな

いと推定される） 

また、取引先への説明が必要となるた

め、数値の算出根拠を明確に公表する

ことを要望すると同時に、外国金融機

関（特に、内部評価方式を適用する欧

米金融機関）に課せられる基準との平

仄にも配慮し、本邦金融機関が不利な

取扱いとならないことも配慮いただき

たい。 

更に、当該基準値が適用される場合で

も、「プール債権購入時」のみを判定時

期としていただきたい。 

第三者より購入した事業法人等向けエ

クスポージャー（購入事業法人等向け

エクスポージャー）については、基本

的に個々のエクスポージャーごとに信

用リスク・アセットの算出が求められ

ます。 

もっとも、金融機関内部のリスク管理

実務を踏まえ、一定の要件を満たした

エクスポージャー（適格事業法人等向

けエクスポージャー）に関しては、リ

テール向けエクスポージャーと同様に

プール単位での信用リスク・アセット

の算出が認められています。「プールに

含まれる購入債権のうち、最大のもの

が総額に占める割合が 3 パーセント以

内であること」という要件は、こうし

た適格事業法人等向けエクスポージャ

ープールが少数の債権によって構成さ

れ、本来個々のエクスポージャー単位

で信用リスク・アセットを算出するこ

とが可能であるにも拘わらず、プール

単位での算出を行うことを抑止するた

めに導入されているものです。 

具体的な数値（3 パーセント）につい

ては、市場慣行や他国の動向等を踏ま

え提案させていただきましたが、銀行

実務に未だバラツキがあることに鑑

み、金融機関自身が適格事業法人等向

けエクスポージャープールの集中度が

低いことを疎明することを前提に、特

定の数値を設定せず、当該プールの分

散度が高いことを求めるよう、修正致

しました（見直し後の規制案第 1 条第

64 号参照）。 

35 

第 1 条第

60 号

（イ） 

適格購入事業法人等向けエクスポージ

ャープールの定義にある「直接又は間

接に信用供与」という表現について、

明確化のため表現を見直していただき

たい。 

御指摘の趣旨を踏まえ、今後、「直接又

は間接に信用供与」の内容を明確化す

るよう、検討していく予定です。 
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36 

第 1 条第

60 号、第

76 号 

第 1 条 76 号ホについては、「流動性補

完の対象となる証券化エクスポージャ

ーに適格格付機関が格付を付与してい

る場合は、信用供与の実行時において

当該証券化エクスポージャーに付与さ

れた当該格付の平均が投資適格以上で

あるときに限り信用供与が実行される

ものであること。」と規定することを希

望する。 

適格流動性補完は、裏付けとなる資産

のプールに対してではなく、いわば原

資産のプールが「加工された」証券化

エクスポージャーに対して提供される

ものとされており、これが投資適格未

満の部分に対して提供されうる場合

は、優遇的な掛目（CCF）を用いること

を認めない趣旨です。 

37 
第 1 条第

62 号 

購入した貸付債権も対象に含まれる場

合、「購入債権の債務者の譲渡人に対す

る債権を自働債権、当該購入債権の譲

受人が保有する購入債権を受働債権と

する相殺」を希薄化リスクの対象から

はずしていただきたい。少なくとも「譲

渡人が金融機関である場合を除く」と

していただきたい。 

譲渡人が金融機関であっても、逆相殺

リスクは存在し得るため、「購入債権の

債務者の譲渡人に対する債権を自働債

権、当該購入債権の譲受人が保有する

購入債権を受動債権とする相殺」は、

希薄化リスクの対象となります。 

38 
第 1 条 69

項 

本素案第 1 条 69 項本文「原資産に係る

信用リスクを優先劣後構造の関係にあ

る二以上のエクスポージャーに階層化

し、その一部又は全部を第三者に移転

する性質を有する取引を言う。」の要件

を満たすある取引におけるエクスポー

ジャーが、特定貸付債権に該当する場

合（つまり、第 1 条第 45 乃至 48 項の

いずれかに該当する場合）には、当該

エクスポージャーは、第八章 証券化エ

クスポージャーの取扱いの適用対象外

である点を確認させて頂きたいと存じ

ます。 

御指摘のとおりです。なお、標準的手

法については、但し書きの適用はあり

ません。 

39 
第 1 条 73

号 

証券化目的導管体に信託は含まれると

の理解でよいか。 
御指摘のとおりです。 

40 

第79条 

（派生商

品取引） 

標準的手法には、「日々の値洗いによる証拠金

を必要としている取引所取引」と「原契約期

間が十四日以内の外国為替関連取引」を与信

相当額に含めないことが明記されたが、内部

格付手法には同様の定めはないのか。特に前

者。 

御指摘の趣旨を踏まえ、修正致しました（見

直し後の規制案第 157 条第 4 項及び第 165 条

第5項参照。）。 

41 

第145条～

第150条 

附則等 

平成17年9月に予定されている「採用する手

法の届出」においては、基礎的内部格付手法

と先進的内部格付手法の同時届出を可能とし

ていただきたい。 

先進的内部格付手法採用予定行が、平成20年

3 月末に先進的内部格付手法の承認が得られ

ない場合を想定し、平成17年9月に予定され

ている「採用する手法の届出」において、予

備的に基礎的内部格付手法の採用に関する届

出、予備計算及び承認申請を行うことは差し

支えありません。 
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42 

第145条～

第150条 

附則等 

平成20年3月末からの先進的内部格付手法の

実施を計画しており、平成18年度中に基礎的

内部格付手法の承認申請を行わず、平成19年

3 月末において現行規制による開示を行った

場合においても、結果的に平成20年3月末に

おける先進的内部格付手法適用の承認が取得

できなかった場合でも、基礎的内部格付手法

適用の要件を満たしていれば、平成20年3月

末からの基礎的内部格付手法の適用を認めら

れる枠組みとしていただきたい。 

御指摘の点については、先進的内部格付手法

採用予定行が予備的に基礎的内部格付手法の

採用に関する届出、予備計算及び承認申請を

行うことは可能ですので、このような対応に

より解決される問題と考えています。 

43 

第146条第

2項第6号

（承認申

請書の提

出） 

承認申請書提出時点でスケーリング・ファク

ターは決定しているのか。それとも、初回の

承認申請書提出については、別途、経過措置

が講じられるのか。 

スケーリング・ファクターとは、新規制の最

低所要自己資本の全体的な水準をほぼ現状ど

おりとするために、信用リスク・アセットの

額に乗じられる一定の係数のことをいいます

が、現時点において、その数値については規

制素案第2条第3項他の記載に従い、「1.06」

に基づき計算することとなっています。今後、

本年 9 月以降に実施予定の国際的な水準調整

(QIS5)の結果を踏まえて、変更される可能性

があります。 

44 

第146条第

3項（承認

申請書の

提出） 

「事業単位」の定義は定めないのか。 

「事業単位」とは、法人又はそれに準ずる事

業体を想定しています。もっとも、事業部制

をとっており、リスク管理も事業部単位毎に

行っているような場合については、こうした

事業部も「事業単位」に含まれうるものと考

えられないではありません。原則として内部

格付手法採用行は、内部格付手法を全ての資

産について適用することが求められているこ

と（規制素案第 151 条第 1 項）に鑑みれば、

法人より細分化された単位で適用除外や段階

的適用を行う場合には、単に自己資本比率を

高く算出する目的から恣意的な区分を行なう

ものでないか、十分に留意する必要がありま

す。具体的には、合併に伴い、従来法人単位

であったものが事業部単位で管理されるに至

った場合や、事業部制を長期間にわたりデフ

ォルト確率（PD）等の推計単位としているな

ど、当該事業部制が相当程度長期にわたって

一貫して維持されている場合等に限られるも

のと考えられます。 

45 

第147条

（予備計

算） 

一連の承認手続の過程である、予備計算の届

出、予備計算結果の提出等の手続初期段階に

おける提出書類の完成度、要求水準について

は、柔軟に対応していただきたい。 

規制素案第 147 条第 3 項に「準じた」として

いるのは、予備計算の届出を通じて、承認申

請時に要求される水準まで徐々に完成度を高

めていただく趣旨によるものです。なお、内

部格付手法の採用は各金融機関の任意の判断

に委ねられています。予備計算期間における
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準備状況の進展に照らして、準備が十分に整

った段階で承認申請していただくことが期待

されています。 

46 

第151条

（内部格

付手法の

適用） 

第151条において｢内部格付手法採用行は、す

べてのエクスポージャーについて内部格付手

法を適用しなければならない。｣と記されてい

ますが、信用リスクモデルの作成が困難なエ

クスポージャーについては、外部格付けを採

用できるようにしてはいかがでしょうか。 

内部格付手法においては、PD、LGD、EAD の推

計の際に、一定の条件を満たすことを前提に

外部格付等の外部情報を利用することは排除

されていません（例えば規制素案第220条第1

項を参照）。 

また、ソブリン向けエクスポージャーなど、

金融システム全体でデフォルト実績が少な

く、PD 等の推計や検証に実務上困難な場合が

あり得ることは認識しており、現在、バーゼ

ル委の新規制実施作業部会（AIG）において、

民間金融機関との意見交換を踏まえつつ検討

が進められています。バーゼル委と民間金融

機関との意見交換には全国銀行協会や我が国

の金融機関も参加していますが、バーゼル委

での議論を踏まえた運用を図っていく予定で

す。 

47 

第153条

（適用除

外） 

同一資産区分あるいは同一勘定科目内の一部

のエクスポージャーについて、重要性の原則

および一貫性を有する運用を前提に、適用除

外とする取扱としていただきたい。 

内部格付手法採用行が、同一資産区分あるい

は同一勘定科目内の一部のエクスポージャー

について、標準的手法を適用することについ

ては、特に恣意的な所要自己資本の操作につ

ながり易いことから、規制素案第 153 条第 1

項に記載された重要性の原則を満たしていて

も、個々の事例を踏まえた上で限定的にしか

認められ得ないものと考えています。 

 

例えば、子法人等の一つのクレジットカード

会社の事業法人向けエクスポージャーについ

て（あくまで例示です。）、内部格付手法の適

用が実務上困難なため、当該子法人の事業法

人向けエクスポージャーについて標準的手法

を適用することが認められるかについては、

少なくとも以下の点が満たされているよう求

めることを検討しています。 

一 当該子法人が既存の業務を縮小した、又

は新たな業務を開始した等の事由により、

PDの推計が困難である等、内部格付手法を

適用できない合理的な理由があること。 

二 当該子法人の事業法人向けエクスポー

ジャーのリスク特性に鑑みて、標準的手法

のリスク・ウェイト（例えば、無格付の事

業法人向けエクスポージャーに該当すれ

ば 100％）を適用することが不当な所要自

己資本の低下につながらないことを金融



 

 15  

機関が疎明できること。 

具体的にどのようなエクスポージャーについ

て、上記のような取扱いを認めることが適切

であるかについては、今後、解釈集等の中で

明確化を図る予定です。 

48 

第153条第

1項（適用

除外） 

適用除外の基準となる「信用リスク・アセッ

トの総額」とは、内部格付手法採用行の連結

対象資産（内部取引相殺後のベース）に対す

る「信用リスク・アセットの総額」との理解

でよいか。また、当該信用リスク・アセット

額は、採用しようとする手法により（適用除

外の対象となるであろう事業単位ないし資産

区分については、標準的手法）算出するとの

理解でよいか。 

連結自己資本比率の算出においては、御指摘

のとおりです。なお、単体自己資本比率の算

出においては、単体の「信用リスク・アセッ

トの総額」がベースとなります。 

49 
第155条、

第326条 

信用リスク、オペレーショナル・リスク各々

で規定されている適用手法移行時のフロアの

考え方を明確化していただきたい。 

御指摘の趣旨を踏まえ、修正致しました（見

直し後の規制案第13条及び附則第9条参照）。

50 

第156条、

第157条第

1項第1号 

適格引当金の合計額と期待損失額の合計額の

差額について、補完的項目あるいは控除項目

に算入することとしているが、金融検査マニ

ュアルにおける貸倒引当金と本枠組みでは、

デフォルトの定義や損失の範囲などが異なっ

ているが、この点について、どのように考え

ているのか方向性をお示しいただきたい。 

（金融検査マニュアルに記載されている「償

却・引当基準」が改定される可能性があるの

か。見直しが行われるのであれば早急に示し

ていただきたい。） 

新しい自己資本比率規制の導入に合わせて、

告示、監督指針、解釈集等の改正等を踏まえ

た検査マニュアルの改正等の態勢整備を行う

予定です。 

51 

第158条第

1項 

第223条第

6項 

基礎的内部格付手法における ELdefault は

45%(=LGD)という理解でよいか。 

基礎的内部格付手法採用行は、事業法人等向

けエクスポージャーの LGD について当局設定

値を使用することが認められております。御

指摘の通り、当該事業法人等向けエクスポー

ジャーがデフォルトした場合についても LGD

については当局設定値である 45%を利用する

ことが認められます。また、この場合におい

ては、現在のところ、ELdefault の推計を義務づ

ける趣旨ではありません。 

他方、本条項は、現在バーゼル委で行われて

いる LGD の推計に関する議論に密接に関連す

る条項でもあり、今後バーゼル委での議論を

踏まえつつ、必要に応じ規制素案を改訂する

予定です。 

52 

第159条

（一般貸

倒引当金

の配分） 

標準的手法のみを用いる標準的手法採用行又

は当該標準的手法採用行の連結子法人等が計

上する一般貸倒引当金は、標準的手法により

算出される信用リスクに対応する部分にのみ

標準的手法において、一般貸倒引当金につい

ては一定の上限まで補完的項目に算入でき、

また、個別貸倒引当金に相当する額について

も信用リスク・アセットの算出対象から控除
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「用いる」ものとするとあるが、標準的手法

で貸倒引当金を「用いる」ような用途はある

のか。 

ができるという意味において、「用いる」こと

が可能です。 

53 
第158条 

第160条 

内部格付をスロッティング・クライテリア

（SC）へ割り当てる方法については各金融機

関のプラクティスを重視するとともに、共通

認識を持つための意見交換の場を設定してい

ただきたい。意見交換における論点としては、

以下を想定している。 

―SC のリスク判定ガイドラインの位置付、活

用方法 

―SCと内部格付、外部格付のマッピング 

―マッピングの合理性が承認されるプロセ

ス、等 

バーゼルⅡにおいて、スロッティング・クラ

イテリア（SC）に示された考え方を取り入れ

るにあたっては、国内の金融機関の実務とあ

るべき信用リスク管理に照らしてどのような

取扱いが適当か、という観点を出発点とすべ

きであると考えています。このような観点か

らは、スロッティング・クライテリアは当局

が一律に設定すべきものではなく、まずは金

融機関の内部管理の実務において用いている

リスクの判定方法を尊重すべきと考えていま

す。それに対して、当局は、バーゼルⅡの付

属文書 4 に照らして考慮すべきと考えられる

要素が、当該内部管理の実務に取り入れられ

ているかを審査するという役割を担うべきで

あり、審査にあたっても杓子定規に各項目を

適用することは必ずしも適当でないと考えら

れます。 

例えば、審査の過程において、付属文書上は

スロッティング・クライテリアの一項目とし

て掲げられているが、内部管理上は利用され

ていない判定項目があったとしても、当該項

目を用いることがリスクを計測する観点から

は必ずしも合理的でないこと、または、それ

に代わる代替的指標を用いており、そちらの

方が優れていることを説明できれば、必ずし

も当該項目をスロッティング・クライテリア

として利用する必要はないと考えられます。

当該項目は内部リスク管理のあり方を検討し

た結果、採用しないことになったのであり、

全く考慮していない場合と同列に評価すべき

ものではないと考えられます。また、ある項

目がスロッティング・クライテリアに照らし

て「弱い」と判定されたとしても、その他の

項目によって当該「弱い」部分が補われる関

係にある場合には、総合的には当該「弱い」

部分にリスク・ウェイトが「引きずられる」

ものではないことについて合理的な説明を行

うことも可能であると考えられます。 

54 
第160条 

第215条 

ソブリン向けエクスポージャー等デフォルト

実績が少なく、統計的な手法ではPD・LGD・EAD

が推計できないエクスポージャーについて

は、専門家の判断、市場の指標との比較、他

の格付制度へのマッピング等による推計、な

内部格付手法においては、PD、LGD、EAD の推

計の際に、外部格付等の外部情報を一定の条

件を満たすことを前提に利用することは排除

されていません（例えば見直し後の規制案第

213条第1項第2号を参照）。 
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いしは標準的手法の準用による簡便な手法の

適用等の柔軟な対応を認めていただきたい。

また、その枠組みを作るための民間金融機関

との意見交換の場を設けていただきたい。 

また、ソブリン向けエクスポージャーなど、

金融システム全体でデフォルト実績が少な

く、PD 等の推計や検証に実務上困難な場合が

あり得ることは認識しており、現在、バーゼ

ル委の新規制実施作業部会（AIG）で、民間金

融機関との意見交換を踏まえつつ検討が進め

られています。バーゼル委と民間金融機関と

の意見交換には全国銀行協会や我が国の金融

機関も参加していますので、AIGでの議論を踏

まえた運用を図っていく予定です。 

55 

第160 条

（事業法

人等向け

エクスポ

ージャー

の信用リ

スク・アセ

ットの額） 

第160 条第6 項を新設し、外部格付のある事

業用不動産向け貸付けについては第 263 条を

準用することが望ましいと考える。 

「６ 適格格付け機関の付与する格付を有す

る事業用不動産向け貸付けの信用リスク･ア

セットの額を算出するに当たっては、内部格

付手法採用行は、前三項の規定にかかわらず、

第二百六十三条の各号に定めるリスク･ウェ

イトを当該事業用不動産向け貸付けエクスポ

ージャーの額に乗じて得た額を信用リスク･

アセットの額とすることができる。」 

事業用不動産向け貸付けは、証券化でなく、

事業法人等向けエクスポージャーの一部を構

成するものです（見直し後の規制案第 1 条第

47号参照）。このため、格付のある事業用不動

産向け貸付けの場合は、証券化の取扱いの一

つである第 263 条を準用するのではなく、外

部格付と内部格付とのマッピングを行い、第

160条の算式を用いて信用リスク・アセットの

額を算出するか、スロッティング・クライテ

リアの利用が求められます。 

56 

第161条

（事業法

人等向け

エクスポ

ージャー

に保証又

はクレジ

ット・デリ

バティブ

が付され

た場合の

取扱い） 

基礎的内部格付手法の場合は、被保証部分の

リスク・ウェイトがPDだけではなくLGD・算

式も保証人・プロテクションの提供者のもの

に代替されるのに対し、先進的内部格付手法

においては、保証またはクレジット・デリバ

ティブを勘案したPDまたはLGDを適用するこ

とができるが、算式は代替できない。PD を調

整した場合は、LGDについては当該債務者に対

する保証の無い与信と同等の LGD を推計する

ことが必要という理解でよいか。 

先進的内部格付手法採用行において、保証又

はクレジット・デリバティブの効果を勘案す

る方法として、保証人等の PD、LGD 及びリス

ク・ウェイト関数を保証人のものに代替する

方法と、PD又はLGDを調整する方法がありま

す（見直し後の規制案第154条第1項及び第2

項参照）。なお、PDを調整した場合は、LGDに

ついては保証のない原債務者向け与信と同等

のLGDの推計が必要です。 

57 

第161条第

1項（事業

法人等向

けエクス

ポージャ

ーに保証

又はクレ

ジット・デ

リバティ

ブが付さ

れた場合

の取扱い） 

最終文書（パラグラフ 302）では、保証人の

PDがA-相当以上であることを適格保証の要件

としているが、告示素案の記載では格付のマ

ッピングのみに要件があるように読めるた

め、当該箇所を見直していただきたい。 

御指摘の趣旨を踏まえ、修正致しました（見

直し後の規制案第154条第1項参照）。 
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58 

第161条第

1項（事業

法人等向

けエクス

ポージャ

ーに保証

又はクレ

ジット・デ

リバティ

ブが付さ

れた場合

の取扱い） 

第 1 項は「内部格付手法採用行」に適用され

ることになっているが、第 2 項で「先進的内

部格付手法採用行」について定めているので、

第 1 項は明らかに「基礎的内部格付手法」に

限定した適用ではないのか。 

第 1 項は、保証効果の勘案について、保証人

の PD、LGD 及び保証人の関数で置き換えるこ

とを規定したものですが、この規定の利用は、

基礎的内部格付手法採用行のみならず、先進

的内部格付手法採用行にも認められていま

す。 

59 

第161条第

4項（事業

法人等向

けエクス

ポージャ

ーに保証

又はクレ

ジット・デ

リバティ

ブが付さ

れた場合

の取扱い） 

第161条第4項において、同条第1項および2

項に準用される条項（保証、クレジット・デ

リバティブの条件）のうち、第128条、第129

条は、各々、適格な保証人またはプロテクシ

ョンの要件、およびリスク・ウェイトの置き

換えの記述であり、第 2 項については準用で

きないことから、見直していただきたい。 

御指摘の趣旨を踏まえ、修正致しました（見

直し後の規制案第154条第4項参照）。 

60 

第163条 

第4項1号

イ（事業法

人等エク

スポージ

ャーの

LGD） 

現行の金融検査マニュアルでは、「登記留保を

行っていることに合理的な理由が存在し、登

記に必要な書類が全て整っており、かつ、直

ちに登記が可能な状態となっているものに限

り、一般担保として取扱って差し支えない」

とある。実務上、登記留保としているものも

あり、上記と同程度の条件を満たす登記留保

は含むことが適切と考える。 

適格不動産担保が付されている場合、当該不

動産からの回収が見込めることに鑑み、LGD

を低く調整することが認められています。適

格不動産担保というためには、実際に当該不

動産からの回収ができると判断するのに相応

しいだけの手続がなされていることが求めら

れます。このような観点からは、信用供与を

行った時点において、第三者対抗要件を具備

していることが望ましいことになります。他

方、信用供与の実行時においていわゆる登記

留保をしていたとしても、直ちに「適時かつ

適切に登記されて」いないと判断する趣旨で

はありません。しかしながら、金融機関にお

いて、実際に登記を信用供与の実行時に速や

かに行わなかったことに起因して、当該不動

産からの回収ができないという事例が生じて

いる場合には、当該金融機関は「適時かつ適

切に」の要件を満たしていないのではないか

という疑義を生ぜしめることになるものと考

えています。 

61 
第163条第

4項1号ハ

不動産の「公正な価値」の概念は明確なもの

があるのか。本邦では、fair value の概念は

本条項は、適格不動産担保による信用リスク

削減効果が過大である場合には、所要自己資
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（事業法

人等エク

スポージ

ャーの

LGD） 

金融商品にはかなり浸透しているものの、不

動産に関しては、もっと具体的な基準又は定

義が要るのではないか。 

本が実態に比べて過少に算出される弊害を防

止するために設けられたものです。このよう

な観点から、ここにいう時価とは、一般的な

不動産の流通市場において、独立した第三者

との間で取引の成立しうる価額をいうものと

考えられます。実際の回収の局面においては、

限られた期間で売却することに伴う減価が生

じることもありうるところですが、このよう

な減価を織り込んで過少に評価することを当

然に要求するものではありません。 

62 

第163条第

4項第1号

（ニ）（事

業法人等

エクスポ

ージャー

のLGD） 

最終文書（パラグラフ509）の「頻繁な再評価」

では、「統計的な評価手法（例、住宅価格イン

デックスの参照やサンプル調査）は推計値を

更新したり、価値が低下し再評価を必要とす

る担保を識別するために、用いてもよい」と

記載されている。これは、統計的な評価手法

による推計値の更新も、告示素案のいう「不

動産の担保評価」に該当するとの主旨である

と解するが、その理解でよいか確認させてい

ただきたい。 

（ニ）の前段については、統計的手法を用い

ることは差し支えありません。他方、後段に

ついては、見直すべき事例の一時的な洗い出

しのために統計値との比較を利用するのは差

し支えありませんが、それをもって最終的な

推計値とすることを当然に認める趣旨ではあ

りません。 

63 

第163条第

4項第1号

（ホ）（事

業法人等

エクスポ

ージャー

のLGD） 

適格不動産の運用要件として、「適格不動産の

種別及び種別ごとの信用供与の方針（金利等

の条件への勘案を含むが、これに限らない。）

を明らかにした書類を備え置いていること」

が求められているが、要件として過剰である。

あくまで例示的な記載にとどめていただきた

い。 

御指摘の趣旨を踏まえ、修正致しました（見

直し後の規制案第156条第4項第2号ホ参照）。

64 

第163条 

第4項第1

号（ヘ）（事

業法人等

エクスポ

ージャー

のLGD） 

不動産に対し物理的な保全措置を講じること

は不可能であり、定期的な実査を行い現状を

確認していれば十分ではないか。また、これ

が火災保険等の付保のことを指すのであれ

ば、大手行を中心に火災保険への質権設定は

減少してきており、借地権担保のように債権

保全上大きな影響がある場合以外には、質権

設定を義務付けるべきではないと考える。 

火災保険の付保及び質権設定は、本条項を充

足するための有効な手当ての一つと考えられ

ますが、当然に必要とされるものとは考えて

いません。例えば、損害や劣化が生じた際に

報告義務を課しつつ、必要に応じて追加担保

を請求するなどの措置をとることが実務慣行

として確立しており、仮に追加担保が得られ

ないような場合には、信用リスク削減の効果

を見直すといった態勢が整備されていれば、

本条項を満たすと評価できると考えられま

す。 

65 

第163条第

4項第2号

（事業法

人等エク

スポージ

ャーの

LGD） 

手形担保については、標準的手法においては

「取立未済手形」として商手担保取引が優遇

されている（第66条）一方で、内部格付手法

においては、「適格債権担保」の枠組みで扱う

ものと解されるが、手形担保は我が国特有の

金融慣行であり、最終文書と同等の運用要件

で規定されると、民間金融機関に対し過度の

実務負担を強いることとなるため、以下の通

金融機関が割引手形を所持しており、かつ、

銀行取引約定等により手形の買戻特約が設け

られているのであれば、担保契約に相当する

文書は必ずしも要しないものと考えられま

す。 
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り要件を緩和していただきたい。 

―割引手形における「担保権設定」規定の免

除、等 

66 

第163条第

4項第2号

（事業法

人等エク

スポージ

ャーの

LGD） 

適格債権担保に対し被担保与信額を上回る差

額を確保することは、「根担保」、「部分保全」

が極めて一般的な本邦金融慣行上必ずしも合

理性がなく、また、銀行のエクスポージャー

と合算した全体の集中リスクを勘案すること

は、実務上困難であり、当該項目を推奨条項

としていただきたい。 

適格債権担保は、必ずしも被担保債権の額を

上回ることを要するものではありません。被

担保債権の額に対する適格債権担保の額の割

合に応じて、低い LGD を利用できる範囲が異

なることになります。 

67 

第163条第

4項第3号

（ロ）（事

業法人等

エクスポ

ージャー

のLGD） 

適格その他資産担保の運用要件の 1 つに「担

保権の順位が第一順位であること」とあるが、

船舶担保等、実質不動産担保と同じ扱いが可

能である場合があり、また、その他担保は 1

／1．4 の掛目があり、規制上も担保されてい

る。当該箇所を運用要件とはしないことにし

ていただきたい。 

基礎的内部格付手法採用行は、先進的内部格

付手法と異なり、担保として認められる資産

が限定されております。このうち、適格その

他資産担保は、適格債権担保及び適格不動産

担保以外に、一定の運用要件を満たす限りに

おいて各国毎に信用リスク削減効果を勘案す

ることが認められるものです。御指摘の「第

一順位であること」は、その他資産担保の信

用リスク削減効果を勘案するのに必要な要件

の一つとなっております。なお、我が国にお

いては金融機関の意見も踏まえ、航空機、船

舶及びゴルフ会員権についてこのような要件

のもとに認めるべく検討を進めております。

68 

第163条第

4項第3号

（ハ）（事

業法人等

エクスポ

ージャー

のLGD） 

本邦金融慣行では「根担保」が極めて一般的

であり、適格その他資産担保の詳細を金銭消

費貸借契約に盛り込むことは必ずしも実務に

合わない。金銭消費貸借契約上だけでなく、

金融機関内部の一般ルールとして担保の評価

方法･評価頻度等を規定することをもって運

用要件を満たしているとしていただきたい。

その他資産担保が設定されている場合は、担

保となる資産からの回収が見込まめることに

鑑み、低い LGD を利用することが認められて

います。御指摘の要件は、担保となる資産か

らの回収を確実なものとするためには、担保

となる資産の劣化に応じた対応策(増担保等)

を設けることが考えられるところ、その前提

として担保の評価が必要となることを考慮し

て設けられたものです。 

 我が国においては、銀行取引約定書におい

てこのような担保の評価及び担保となる資産

の劣化への対応策が設けられている場合があ

り、本条項をもって、必ずしも個々の融資契

約書において担保となる資産の評価について

詳細な規定を設けることを要求するものでは

ありません。具体的にどのような場合につい

て本条項を満たすと言えるか否かについて

は、金融機関における実務も踏まえて検討を

進めております。 

69 

第163条第

4項第3号

（ニ）（ホ）

（事業法

本邦金融慣行は「根担保」、「部分保全」が極

めて一般的であり、適格その他資産担保に関

し、「エクスポージャーの額に応じた適切な担

保の額」に係る方針を策定することは、本邦

本条項は、低いLGDを利用するにあたっては、

実際に金融機関の実務上信用リスクが削減し

たと判断する場合に限るべきことに鑑み、規

定されたものです。「根担保」の場合には、個々



 

 21  

人等エク

スポージ

ャーの

LGD） 

では必ずしも合理性がない。当該前提に基づ

く限定的な推奨要件にする等、要件を緩和し

ていただきたい。 

のエクスポージャーについて適切な担保の額

を定める必要は必ずしもありませんが、少な

くとも、他の担保と同様に、また、これらと

並んで、根担保の非担保債権の範囲に含まれ

るエクスポージャーの総額に対して、要求す

べき担保の総額の水準、そのた資産の評価の

方法、及び、自己資本比率を計算するにあた

っての担保額の割り付け方に関する方針を設

けるべきものと考えております。具体的にど

のような場合について本条項を満たすと言え

るかについては、金融機関における実務を踏

まえて検討を進めております。 

70 
第164条、

第172条 

「デフォルト資産のディスカウント」は適格

引当金として扱われる（最終案パラグラフ

380）が、EAD計算に当たって、この部分も「個

別貸倒引当金」あるいは「部分直接償却」に

含むべき。本案でのEAD定義による問題点は、

①パラグラフ380に従って「ディスカウント」

を引当金とすると、引当金はパー債権を基準

に損失額を計算することになるのに対し、EL

は（ディスカウント除きの）EADを基準に計算

することになり、引当金がELdefaultをはるかに

上回る事態が生じる。適格引当金に対応する

ELdefaultはディスカウント部分も含んだ EAD に

対応するものでないと、整合がとれない。② 

第163条および第171条に従って、LGDを推定

する際に、パーに対する損失率を推計するの

が通常であるが、EADをディスカウント除きと

するとディスカウントが幾らになるかによっ

て LGD が変動するため、ディスカウントの変

動推計もしなければならないことになる。債

券等の時価会計商品の LGD 推計は、時価変動

による EAD 変動という不確定要因がひとつ加

わって推計の困難さが増す。また、デフォル

トする前に時価が下降していれば、LGDは小さ

くなるということでいいのか、という根本的

な疑問も残る。 

内部格付手法において、デフォルト債

権のディスカウント部分は、適格引当

金として取扱うことがバーゼルⅡにお

いて認められているところです。しか

しながら、LGD につき当局設定値を用

いる基礎的内部格付手法において、デ

フォルト債権のリスク管理の適切性、

及び購入債権のディスカウント部分と

の取扱い関係の整理の観点から、引き

続き検討していく予定です。 

71 

第164条第

3項（事業

法人等向

けエクス

ポージャ

ーのEAD） 

最終案パラグラフ 311 にあるように、基礎的

内部格付手法における EAD は「標準的手法と

同様のもの」となっているが、本項では「第

九十四条から第百十八条までに掲げる掛目を

乗じる」ことになっている。標準的手法と同

様の掛目ということであれば、標準的手法の

オフ･バランス取引の与信相当額を規定して

いる「第七十八条」が参照されるべきではな

いか。 

御指摘を踏まえ、修正致しました。（見直し後

の規制案第157 条第 4 項及び第 165 条第 5 項

参照。） 
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72 

第165条第

2項（マチ

ュリティ） 

第 165 条第 2 項に、簡易な方法として契約期

間を実効マチュリティとする方法が例示され

ているが、これ以外にも、例えば CFｔに利息

を含めない方法など、保守的な値になるので

あれば簡易な方法も幅広く認めていただきた

い。 

御指摘のとおりで差し支えありません。もっ

とも、契約上定められたエクスポージャーの

満期以外の簡便な方法を用いて実効マチュリ

ティを推計する場合は、当該推計値が規制素

案第 165 条第 1 項で定められている算式に基

づく実効マチュリティよりも保守的であるこ

とを銀行が説明できることが求められます。

73 

第165条第

6項（マチ

ュリティ） 

契約期間はあるが任意の時期に無条件で取り

消し可能な事業法人等向けの当座貸越契約の

マチュリティは本来 1 日とすることも考えら

れうるが、1年のフロアを適用して1年とする

ことを認めていただきたい。 

当座貸越契約の内容によりますが、同契約が、

期限の定めがない又は満期が 1 年以内である

など、当該契約に基づく信用供与の満期が 1

年を超えないものであれば、御指摘のとおり

で差し支えありません。 

74 

第165条第

6項（マチ

ュリティ） 

基礎的内部格付手法を採用する場合には、実

効マチュリティを一律 2.5 年（レポ形式の取

引は6か月）とする方法も認めてほしい。 

バーゼルⅡの枠組みにおいては、国内一律に

いずれか一方に統一することが求められてお

り、現時点ではリスク管理実務の現状とリス

ク管理の高度化を促す観点から、規制素案第

165 条第 1 項で定められている算式の利用を

基本的に求めております。従いまして、金融

機関毎に選択を認めることはできませんが、

規制素案第 165 条第 2 項に定められていると

おり、実務上の困難から同条第 1 項で定めら

れている算式に基づく実効マチュリティより

も保守的な値を用いることは可能です。 

75 

第173条

（株式等

エクスポ

ージャー

の信用リ

スク・アセ

ットの額） 

第 173 条で内部格付手法による株式のリス

ク・アセット算出方法が記述されていますが

この手法を用いると、株式のリスク・ウェイ

トが、100%より大きくなることが想定されま

す。 

①内部格付手法における株式のリスク・ウェ

イトが標準的手法におけるリスク・ウェイト

より大きくなる解釈でよろしいのでしょうか

②新 BIS の考えとして、内部格付手法にイン

センティブを与える、すなわち標準的手法よ

りも内部格付手法を採用する方が所要自己資

本が少ないと伺っているのですが、①が事実

ならば、株式については矛盾することになり

ます。 

標準的手法と内部格付手法は個々のエクスポ

ージャー毎に選択的に利用できるものではあ

りません。個別のエクスポージャーの取扱い

の差異を問題視するのであれば、全て所要自

己資本が軽い手法又は重い手法に統一される

ことになりかねません。バーゼルⅡの枠組み

の下、標準的手法と内部格付手法では、リス

クの感応度において異なるものであり、両手

法の間で個別のエクスポージャーの差異のみ

を問題とすることは、かならずしも適切でな

いものと考えています。 

76 

第173条

（株式等

エクスポ

ージャー

の信用リ

スク・アセ

ットの額） 

内部格付手法における株式等エクスポージャ

ーにREITや優先株も含まれるのか明確化して

いただきたい。私募のREIT や優先株は第173

条13－二を適用してリスク・ウェイトを100％

とすることが可能か。 

同条第13項はいわゆる政策保有株（銀行勘定

において保有する全ての株式を指す趣旨では

ありません。）について、リスク・ウェイトの

下限を引き下げる趣旨です。REIT は、一般に

投資目的であると考えられますので、本条の

適用対象にはならないものと考えています。

他方、優先株については、その保有目的によ

って、本条の適用の可否を検討することにな

ります。 
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77 

第 173 条

第 13 項

（株式等

エクスポ

ージャー

の信用リ

スク・ア

セットの

額） 

第 173 条第 13 項の「リスク・ウェイト

は、100％とする」とあるが、原文では

フロアが「100％」となっており、「100％

以上」とすべきではないか。 

御指摘を踏まえて、修正致しました。

78 

第173条

（株式等

エクスポ

ージャー

の信用リ

スク・アセ

ットの額） 

第173条第13項において｢上場株式であって、

当該株式投資が長期的な顧客取引の一部をな

しており、短期的な売買により譲渡益を取得

することが期待されておらず、長期的にトレ

ンド以上の譲渡益を取得することが予定され

ていないもの。｣は 100%のリスク･ウェイトと

されています。しかしながら、未上場株につ

いては 300％以上のリスク･ウェイトが付され

ることになります。未上場株が上場株に対し

てリスクが高いことは承知しますが、成長企

業の育成という観点からは、上場株、未上場

株に関わらず同等の扱いをすべきと考えま

す。もし、未上場株を300％以上とするのであ

れば、政策保有の上場株ももう少し厳しい規

制とすべきではないでしょうか。 

規制素案第173条第13項は、御指摘いただい

たような上場株式だけでなく、「非上場株式で

あって、当該株式投資に対する回収が譲渡益

ではなく定期的なキャッシュ・フローに基づ

いており、トレンド以上の将来の譲渡益又は

利益を実現させることを予定しないもの」に

も適用されます。意見77に対する回答もあわ

せてご参照下さい。 

79 

第173条第

2項、第3

項（株式等

エクスポ

ージャー

の信用リ

スク・アセ

ットの額） 

各株式等エクスポージャーの「ポートフォリ

オごとに」適用方式を決めることになってい

るが、第1条第22号の「ポートフォリオ」の

定義によれば、「一又は二以上の取引及び資産

の集合」をいうことになっているので、極論

を言えば、一つ一つのエクスポージャーごと

に適用方式を決めるのでも良いか。それとも

「ポートフォリオ」は何か共通の要素でくく

らなければいけないのか。 

規制素案第1条第22号の「ポートフォリオ」

の定義を踏まえますと、極論を言えば、個々

のエクスポージャーごとに適用方式を定める

ことは可能ですが、本来のリスク管理のあり

方に拘わらず、規制上最も低い所要自己資本

を算出するよう適用方式を選択する行動を抑

制するため、株式等エクスポージャーの信用

リスク・アセット算出の際には、信用リスク

管理指針に記載された共通の要素で「ポート

フォリオ」をくくることを想定しています。

80 

第173条第

5項（株式

等エクス

ポージャ

ーの信用

リスク・ア

セットの

額） 

ヘッジの意思が明確な場合（紐付き管理され

ている等）に限り、残存マチュリティが 1 年

未満の場合もネッティング可能としていただ

きたい。具体的には、以下の文言を第 173 条

第5項に追記していただきたい。 

（対案） 

「但し、ヘッジ手段の残存期間が一年未満の

場合でも、ヘッジの意思が明確なものに限り

ネッティングが可能である。」 

株式等エクスポージャーは、償還されないこ

とが前提となっているため、例えばPD/LGD方

式では実効マチュリティを最長の 5 年に設定

しております（規制素案第173条第9項）。こ

のため、ヘッジポジション（ヘッジ手段）と

の間にマチュリティ・ミスマッチが起こり得

ますが、ヘッジポジションの残存マチュリテ

ィが 1 年未満である場合には、マチュリティ

経過後に発生する損失をカバーすることが困

難になります。また、規制素案第 6 章第 6 款

における信用リスク削減手法においても、マ

チュリティ・ミスマッチを有する信用リスク
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削減手法は残存期間が契約当初の時点におい

て 1 年以上であることが求められており（規

制素案第136条）、他との平仄の観点からも、

ヘッジポジションの残存期間が 1 年未満の場

合でもネッティングを認めることは適当では

ないといえます。 

81 

第173条 

第5項、第

6項（株式

等エクス

ポージャ

ーの信用

リスク・ア

セットの

額） 

当該条項のキャッシュ及び派生商品取引のシ

ョートポジションの取扱いは、「マーケット・

ベース方式（簡易手法）」に対するもので、

PD/LGD 方式では、信用リスク削減（保証）と

同様の取扱いとなることを想定しているのか

確認させていただきたい。 

当該条項のキャッシュ及び派生商品取引のシ

ョートポジションの取扱いは、「マーケット・

ベース方式」のうちの「簡易手法」だけでな

く、「PD/LGD方式」にも適用されます。バーゼ

ルⅡの趣旨を踏まえ、明確に致しました（見

直し後規制案第166条第5項参照）。 

82 

第173条 

第6項（株

式等エク

スポージ

ャーの信

用リス

ク・アセッ

トの額） 

第 173 条第 6 項が株式エクスポージャー全般

に関することなのか、簡易手法に限定された

ことなのか不明確である。 

もし前者であるならば、告示案の 173 条 6 項

と 8 項が矛盾した内容となっている。内部モ

デル法を採用する場合は、第 6 項が適用外で

あることを明記すべきである。 

また、PD/LGD 手法においても、BIS のパラグ

ラフ 353,355 においてヘッジポジションによ

る相殺が認められていると思われこの部分と

も矛盾する。 

第173条第5項および第6項は、「マーケット・

ベース方式」のうちの「簡易手法」と、「PD/LGD

方式」にも適用されます。「マーケット・ベー

ス方式」のうちの「内部モデル手法」には適

用されません。御指摘を踏まえ、修正致しま

した（見直し後の規制案第166条第5項参照）。

83 

第173条第

7項（株式

等エクス

ポージャ

ーの信用

リスク・ア

セットの

額） 

「四半期の収益率と適切なリスクフリーレー

トとの差につき、･･･」とあるが、モデルによ

って対応が様々であるため、金融機関の内部

モデルを尊重する柔軟な表現に見直していた

だきたい。 

御指摘を踏まえ、今後の各モデルの特性を適

切に考慮できるような表現を検討して参りま

す。 

84 

第173条第

7項 

第174条 

ファンドについては、そのポートフォリオ構

成、ストラクチャー等区々であり、個別典型

事例に関する当局、民間の共通認識を醸成す

るために意見交換の場を設定していただきた

い。 

論点例は、以下の通り。 

―ファンドに対する内部モデル手法の適用可

否 

―株式以外の資産が大半を占めるファンドに

対し、大半を占める資産のリスク・ウェイト

をファンド全体に適用可否 

―裏付資産の一部について内容が不明な場合

ファンドの取扱いにつきましては、規制素案

を修正致しました（見直し後の規制案第 167

条参照）。 
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の取扱い 

―ファンドの構成にデリバティブ等によるヘ

ッジがある場合の取扱い、等 

85 

第173 条7 

項（株式等

エクスポ

ージャー

の信用リ

スク・アセ

ットの額） 

ファクターモデルを採用する場合には当該フ

ァクターモデルでリスク･アセット計算を行

う対象ポートフォリオ全体に対してフロアー

レベルが適用されるものであり、分解された

個別の株式ごとにフロアが適用されるもので

はないと解されるが如何か。 

フロアは個別の株式にかかります。もっとも、

実務上の負担に鑑み、所要自己資本算出の際

は、対象ポートフォリオからフロアを適用す

る株式を除いたベースでの算出を認めるよう

検討しています。 

86 

第173 条

10 項、11 

項（株式等

エクスポ

ージャー

の信用リ

スク・アセ

ットの額） 

第173 条第10 項および第11 項について、「前

項において、内部格付手法採用行は、株式等

エクスポージャーの対象となる事業法人等向

けエクスポージャーを保有しておらず、かつ、

当該事業法人のデフォルトに関する十分な情

報を持たない場合」と第一文を修正していた

だきたい。 

また、上場企業については、上場されている

ことをもって、十分な情報が得られるもので

あると解釈すべきであると考えられるが如何

か。 

御指摘を踏まえ、修正致しました（見直し後

の規制案第166条第10項参照）。 

一方で、上場企業の公開情報のみをもって相

対の信用供与が実行されるわけではないとす

れば、上場企業であることのみをもって「十

分な情報がある」ものと判断することは難し

いものと考えております。 

87 

第173条第

13項（株式

等エクス

ポージャ

ーの信用

リスク・ア

セットの

額） 

当該項における、「短期的」、「長期的」、「期待」、

「トレンド」等の文言の意味及び実務面にお

ける運用（解釈）については、業務実態を踏

まえ、今後の議論のなかで明確化していくと

いうことでよいか。 

同条項は、キャピタルゲインのみを目的とす

るものではなく、長期的な視点から顧客との

関係を維持することを目的として保有する株

式について、リスク・ウェイトの下限を引き

下げることを意図するものです。 

今後必要があれば、解釈集等で明確化を図っ

ていきたいと考えています。 

88 

第174条

（信用リ

スク・アセ

ットのみ

なし計算） 

別紙１の 2 ページ目には第 174 条のタイトル

として「第四款 ファンド（第百七十四条）」

となっているが、同91ページ目のタイトルは

「第四款 信用リスク・アセットのみなし計

算」となっている。どちらが正しいのでしょ

うか。 

御指摘を踏まえ、「信用リスク・アセットのみ

なし計算」に統一する形で修正致しました（見

直し後の規制案目次、及び第167条参照）。 

89 

第174条

(信用リス

ク・アセッ

トのみな

し計算） 

この条文が対象とする金融商品は「ファンド」

という解釈でよろしいのでしょうか。もしも

その場合一部のファンド（オルタナティブ、

代替資産）のように中身が不明なものは、第

174条第4項が適用され、内部格付手法採用行

は 400％が適用されるという考えでよいので

しょうか。 

また、JGBリパッケージ債やCBリパッケージ

債などはファンドと同様にリパッケージされ

た元の資産（国債や CB）のリスクのみを考慮

すればよろしいのでしょうか。それともこう

ファンドの取扱いについては、規制素案を修

正致しました（見直し後の規制案第 167 条参

照）。 

なお、代替投資、リパッケージ債は多義的に

用いられており、一概には回答できませんが、

今後必要に応じ解釈集の中で取扱いの明確化

を図る予定です。 
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した商品は内部のリスクを分解して、スワッ

プ・カウンターパーティーのリスク、JGB や

CB のリスクなどに分けることになるのでしょ

うか。 

こうした、複雑な商品についてのガイドライ

ンを提示していただけると幸いです。 

90 

第174条

(信用リス

ク・アセッ

トのみな

し計算） 

ファンドへのエクスポージャーを単一の株式

等エクスポージャーと認識し、株式等エクス

ポージャーに認められる内部モデル方式を適

用することも可能であることを確認させてい

ただきたい。 

御指摘の趣旨および金融機関内部のリ

スク管理実務の現状を踏まえ、一定の

要件を満たしたファンドについては、

内部モデル方式の適用が可能となるよ

う修正致しました（見直し後規制素案

第 167 条第 4 項参照）。 

91 

第174条

(信用リス

ク・アセッ

トのみな

し計算） 

ファンドのリスク・アセット算出において、

「株式等エクスポージャー」以外の資産に対

して、標準的手法による簡便的な手法の適用

を認めていただきたい。 

内部格付手法においては、個々の資産

のリスク特性を適切に把握することが

求められているため、複数の資産（裏

付け資産）によって構成されるファン

ドについても、基本的には個々の資産

に分解して、それぞれの信用リスク・

アセットを算出することが一義的には

求められています。 

もっとも、個々の資産に分解すること

が実務上困難な場合があるため、「保有

するエクスポージャーの信用リスク・

アセットを直接に計算することができ

ない場合で、エクスポージャーの裏付

けとなる個々の資産の額及び当該裏付

け資産の運用に関する基準が明らかで

なく、かつ、裏付けとなる個々の資産

の リ ス ク ・ ウ ェ イ ト の 加 重 平 均 が

400％を下回る蓋然性が高い」場合は、

400％のリスク・ウェイトを、それ以外

の場合は 1250％のリスク・ウェイトを

適用することが可能です（見直し後の

規制案第 167 条参照）。 

従いまして、内部格付手法において、

更に標準的手法による簡便な手法の適

用を認める合理的な理由はないと考え

ています。 

92 

第174条

(信用リス

ク・アセッ

トのみな

し計算） 

買取貸付信託のような場合、元本補填信託を

リスク・アセット計上している場合は、買取

分のリスク・アセットが二重計上とならない

ような措置をお願いいたしたい。 

元本補填の受取人が、元本補填を行う

金融機関であれば、当該元本補填にか

かる信用リスク・アセットを計上する

必要はありません。 

93 

第174条第

3項(信用

リスク・ア

第174条第3項については、「最もリスク・ア

セットが高くなる資産に全額投資する」と解

釈されるおそれがあるため、最終文書と同様

規制素案第174条第3項において、「最もリス

ク・アセットが大きくなる資産構成を想定し」

とあるのは、バーゼルⅡの規定と同様に、リ
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セットの

みなし計

算） 

の表現に見直していただきたい。 スク・ウェイトの高い個々の資産の順にファ

ンド内の構成を決め、それぞれのリスク・ウ

ェイトを適用するという趣旨で規定してお

り、表現の見直しの必要はないと考えていま

す。 

94 
第174条第

3項第2号 

ファンド等が外部格付を運用基準として用い

ている場合、「外部格付と内部格付を紐付け

る」旨が書かれているが、当該外部格付と内

部格付とは、必ずしも一対一に対応（紐付け）

できるとは限らない。 

外部格付と内部格付を一対一で対応さ

せることを求める趣旨ではありませ

ん。運用上の問題については、必要に

応じ、今後解釈集等で検討していきた

いと考えています。 

95 

第176条

（購入債

権の信用

リスク・ア

セットの

額） 

希薄化リスクのリスク・アセットについては、

「重要」である場合のみ対象となる旨を明記

していただきたい。 

御指摘の趣旨を踏まえ、修正致しまし

た（見直し後の規制案第 169 条参照）。

いかなる場合が重要でないかという運

用上の問題については、引き続き金融

機関の実務等を踏まえて、検討してい

きたいと考えています。 

96 
第176条～

第180条 

最終文書（パラグラフ 371～372）の「ディス

カウント」の扱い、及び（パラグラフ373）「担

保」の扱いについても明記していただきたい。

御指摘の趣旨を踏まえ、修正致しまし

た（見直し後の規制案第 173 条第 4 項

及び第 5 項参照）。 

97 

第177条

（適格購

入事業法

人等向け

エクスポ

ージャー

のデフォ

ルト・リス

ク相当部

分の信用

リスク・ア

セットの

額） 

階層構造となっている一部リコース案件にお

いて、優先部分は証券化フレームワークで、

劣後部分にはセラーの信用リスクを適用する

という理解でよいか。 

劣後部分のリスクを銀行が負っている訳では

なく（セラーの持分）、「証券化＋セラー宛与

信」と理解するのが経済合理性の観点から妥

当と考える。 

購入債権の全部又は一部に保証が付さ

れている場合の取扱いについては、バ

ーゼルⅡの趣旨を踏まえ、規制素案を

修正致しました（見直し後の規制案第

173 条第 4 項～同条第 5 項参照）。 

98 

第177条第

2項（適格

購入事業

法人等向

けエクス

ポージャ

ーのデフ

ォルト・リ

スク相当

部分の信

用リス

ク・アセッ

トの額） 

「PD：適格購入事業法人等向けエクスポージ

ャープールに対応する一年間のデフォルト率

を百分率で表した推計値」と「LGD：45%」の

組合せを使用する場合には、EL 推計が必要と

読めるが、この条件を見直していただきたい。

御指摘を踏まえ、修正致しました（見

直し後の規制案第 170 条第 2 項参照）。
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99 

第177条 

第6項、第

7項（適格

購入事業

法人等向

けエクス

ポージャ

ーのデフ

ォルト・リ

スク相当

部分の信

用リス

ク・アセッ

トの額） 

購入事業法人等向けエクスポージャーのデフ

ォルト・リスクに係る EAD については、期待

損失を含む希薄化リスクの所要自己資本を

EADから除くべきではないか。 

御指摘の趣旨を踏まえ、修正致しまし

た（見直し後の規制案第 170 条参照）。

100 

第177条 

第9項（適

格購入事

業法人等

向けエク

スポージ

ャーのデ

フォル

ト・リスク

相当部分

の信用リ

スク・アセ

ットの額） 

リボルビング型購入債権に係る信用供与枠の

未引出額に係る実効マチュリティについて明

確化をお願いいたしたい。 

・第9項2行目～5行目の「期間」と「マチュ

リティ」の用語を明確化していただきたい。

御指摘の趣旨を踏まえ、バーゼルⅡに

基づき規制素案の明確化を図るよう作

業を進めております。 

101 

第177条第

11項、第

236条 

第177条第11項では、保証の効果は保証人の

リスク・ウェイトへの置き換え効果というこ

とが明記されているが、希薄化する金額の推

計がないと計算が不可能である（デフォル

ト・リスクを保証しているわけではないので、

債権全額を保証人のリスク・ウェイトにする

ことは不可）。一方、第236条では「購入債権

の譲渡人が希薄化リスクの全部を保証してい

る場合」は ELdillution を推計しなくてよいこと

になっており、実質的に177条第11項の計算

はできないことになっている。 

購入債権における保証の取扱いについ

ては、バーゼルⅡの趣旨を踏まえつつ、

規制素案の修正を行いました（見直し

後の規制案第 173 条参照）。 

なお、規制素案第 177 条第 11 項では、

保証による信用リスク削減効果は保証

人に対するリスク･ウェイトを置き換

えることにより勘案することが可能な

旨規定されておりますが、当該保証が

希薄化リスクのみを対象とする場合

は、EAD は同条第 6 項に規定されてい

る EADdillutionとなり、希薄化する金額の

推計は不要です。 

102 

第178 条、

第177 条

第1 項 

購入債権における希薄化リスクについて、適

格な保証人による保証の効果を見込む場合

に、政府・銀行・証券等にのみセラーリコー

スの保証効果を認め、事業法人については内

部格付に基づく保証人のみならず外部格付の

あるものまで、保証効果を否定していること

御指摘の趣旨を踏まえ、修正致しまし

た(見直し後の規制案第 173条第 1項参

照。)。 



 

 29  

は実務に沿わない取扱いであると考えられ

る。広くセラーリコースの効力を認めるため

に第178 条の規定を削除すべきである。また、

第177 条 1 項第一文において、第161条の準

用規定を加えるべきであると考える。 

103 

第181条第

3項（リー

ス取引に

関連する

定義） 

「新しい自己資本比率規制」の策定に際して

は、わが国リース会社の会計処理実態等を十

分に踏まえて検討を行うべきである。 

自己資本比率規制は金融機関の健全性

を確保することを目的とするのに対

し、会計処理は必ずしもそれのみを目

的とするものではないことを踏まえる

と、会計(及び税務)上の取扱いとリス

ク管理は別個に論ずるべき問題と考え

ています。バーゼルⅡの国内実施をも

って、会計・税務上の取扱いを資産ベ

ースで管理すること(賃貸借処理)を妨

げる趣旨ではありません。他方、リス

クの管理という観点からは、資産ベー

スではなく、レッシーに対する信用リ

スクとして取り扱うことになります。

資産の計上額をレッシーに対するエク

スポージャーの額として取り扱うこと

は、資産の額がリース料から利息相当

額を差し引いた額を上回るという関係

にあり、そのことを合理的に説明でき

る限りは、妨げられません。 

104 

第181条第

3項（リー

ス取引に

関連する

定義） 

「見積残存価額とは、リース期間終了後にお

けるリース物件の額としてレッサーがリース

期間の開始日に見積もった額をいう。」と定義

しているが、賃貸借処理を行う場合、減価償

却資産に係る税務上の償却限度額または償却

可能限度額に基づき会計上の減価償却後の残

存価額を定める実務も広く行われている。こ

の場合の残存価額は、リース料に算入され契

約上リース期間満了までにレッシーから回収

することが予定されているため、リース期間

満了日における物件の公正な市場価額、経理

残価の額の如何に拘らず、レッサーがリスク

を負担することはないことから、本項にいう

「リース期間終了後におけるリース物件の

額」に該当しないという理解で良いか確認願

いたい。 

上述のとおり、会計と自己資本比率規

制の目的が必ずしも一致するものでは

ないことに照らせば、会計上の減価償

却後の「残存価額」と本規制にいう「見

積残存価額」は別個の概念として理解

すべきものと考えています。見積残存

価額での買い取りをレッシーが保証し

ている場合において、当該部分につい

てレッシーのリスク・ウェイトを適用

することは妨げられません。 

105 

第182条

（リース

取引に係

る信用リ

スク・アセ

ットの額） 

売買（金融）処理をした際の EAD について、

賃貸借処理の要件を満たさないリース取引

は、売買（金融）処理を行うことになるが、

この場合の EAD の算出は、告示改正案第 182

条により行うことになるのか確認願いたい。

御指摘のとおりと考えます。 
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106 

第182条

（リース

取引に係

る信用リ

スク・アセ

ットの額） 

「リース料に係る信用リスク・アセットの額

は」とあるが、「リース取引に係る信用リス

ク・アセットの額は」ではなく、「リース料に

係る」との限定を付している事由を開示願い

たい。 

具体的には、告示素案の条文構成上、見積残

存価額を設定するリース取引のリスク・アセ

ットを、見積残存価額に係る残価リスクのリ

スク・アセットと、レッシーからリース料と

して回収する額の元本相当額に係る信用リス

クのリスク・アセットの合計値としているた

めとの理解で良いか確認願いたい。 

御指摘の趣旨を踏まえ、修正致しまし

た(見直し後の規制案第 175 条参照。)。

107 

第182条、

第183条、

第184条 

1.告示案では、リース取引の自己資本所要額

について、リース料から利息相当額として合

理的に見積もった額を控除した額をデフォル

ト時エクスポージャー（EAD）とする旨定めら

れている（第182条）。 

2.他方、わが国の会計実務では、リース取引

について賃貸借取引を行うのが通常の実務と

なっている。したがって、リース会社の自己

資本額は、賃貸借処理に従って計算されてお

り、最大損失額がリース資産の償却後簿価で

あることを踏まえると、自己資本額と対比さ

れるリスク相当額の算出にあたっては、リー

ス資産の償却後簿価を EAD とする取扱いが妥

当である。 

3.なお、リース会社においては、リース取引

につき償却後簿価をもって管理しており、リ

ース料から利息相当額を控除した額をもって

管理していない。このため、告示案を実施す

る場合には数十万件に及ぶ取引につき EAD 計

算のためのデータを別途保有する必要が生

じ、システム投資等の負担が大きくなり、新

規制がリース取引に対し、大きな抑止力とな

る恐れがある。そこで、賃貸借処理を前提と

したリース資産の償却後簿価を基礎として

EAD を算出する取扱いを容認していただきた

い。 

償却後簿価を EAD とみなす取扱いにつ

いては、「リース料」から利息相当額を

差し引いた額を下回るものでないこと

につき、説明責任を果たし得る限りに

おいては、差し支えありません。 

108 

第184条

（見積残

存価格に

係る信用

リスク・ア

セットの

額） 

見積残存価額がある場合には、「見積残存価額

に係る信用リスク・アセットの額は、当該見

積残存価額に百パーセントを乗じた額とす

る。」とあるが、デフォルトに至るような状況

下では換金を目的として物件が不法に処分さ

れてしまっているケースも多いため、デフォ

ルト時には未払いリース料に加え見積残存価

額相当額を損害金として請求できるような特

リース料部分はレッシーに対する信用

リスク・アセットを、残存見積価額部

分については、当該金額に 100%又はレ

ッシーのリスク・ウェイトを乗じた額

を計算することになります。 
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約を付することも実務として行われている。

このような特約は、物件売却による回収額を

控除した額をレッシー宛の債権額とすること

により残価リスクを最終的にレッシー宛の与

信リスクとする効果を有しているが、かかる

残価相当額を含む損害金請求特約付リース契

約に係る信用リスク・アセット額はどのよう

に計算することになるのか確認願いたい。 

109 

第185条

（その他

資産の取

扱い） 

告示素案の内部格付手法におけるその他資産

の取扱いでは、事業法人等（第160条）、リテ

ール（第166～第168条）、株式等（第173条）

およびファンド（174 条）以外が全て 100%に

なるとも読めるが、内部格付手法においても

その他資産の性質によって、少なくとも標準

的手法レベルのリスク・ウェイトを勘案する

等の対応をしていただきたい。 

内部格付手法におけるその他資産の取扱いが

画一的に過ぎ、条文からのみ判断すると、リ

スク・ウェイトがゼロの「現金」についても

100%のリスク・ウェイトが課されるとの解釈

も成り立つことから、修正・意図の確認を行

うもの。 

内部格付手法におけるその他資産は、

標準的手法を適用するのではなく、内

部格付手法として 100％のリスク・ウ

ェイトを適用することとなります。そ

の他資産に該当する資産の範囲につい

ては、今後検討を行う予定です。 

110  

最終文書パラグラフ 389 では「銀行のリスク

管理のポリシーや実務について、その形態や

運用の詳細を指図することは、当委員会の意

図するところではない」としている。この趣

旨を尊重し、我が国においても、実務上の内

部格付制度の対象範囲が必ずしも新規制の資

産区分とは一致しないという事実（コーポレ

ートと銀行・ソブリンが分かれていない、リ

テールプールの基準が１億円未満ではない

等）を考慮して、格付制度の設計に関しては

柔軟に対応していただきたい。 

御指摘の通り、規制素案においてもバ

ーゼルⅡの趣旨と同様に、内部格付手

法の導入を通じ金融機関内部のリスク

管理政策や実務の詳細を規定する意図

はございません。もっとも、内部格付

手法では、現行規制や標準的手法と異

なり、金融機関が内部リスク管理上用

いているデータ等に基づき規制上の所

要自己資本を算出することを認めてい

るため、最低限の要件（最低要件）を

導入せざるを得ません。 

バーゼルⅡの公表に際しては、3 回以

上の市中協議を行ってきましたが、バ

ーゼルⅡを踏まえた規制素案も日本独

自の慣行等に配慮し、市中協議を追加

的に行っており、お寄せ頂いたご意見

に合理性があれば、バーゼルⅡの趣旨

を維持しつつ規制素案を適宜修正いた

しております。現時点で明確な問題点

につきましては、対案を含めた具体的

なご意見を賜れれば幸いです。 

なお、最低要件の解釈・運用上の問題

は、解釈集の策定等を通じ、引き続き

検討されていく予定です。 
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111 
第7章第4 

節第1款 

事業法人等向けエクスポージャーにおいて

LGD・EAD 推計を求められていない基礎的内部

格付手法採用行にとって、債務者格付制度と

同等の制度として案件格付制度の設計を求め

ていることについて違和感がある。２つの制

度が必ずしも並立するものではなく、他方に

包含されている場合が基礎的内部格付手法の

場合にはありうることを明確にしていただき

たい。 

よって告示素案における本款各条項は、原則

先進的内部格付手法採用行向けの規定として

いただき、基礎的内部格付手法採用行向けに

は別の款を設けるか、あるいは各条項最後の

ただし書きにて、基礎的内部格付手法におけ

る内部格付制度の最低要件を規定していただ

きたい。 

先進的内部格付手法採用行に対して

は、LGDに対応した案件格付が求められ

る一方で、基礎的内部格付手法採用行

については、規制素案第187条第4項に

おいて、「債務者及び案件の特性を反映

することができる」と規定しており、

基礎的内部格付手法採用行の案件格付

については、先進的内部格付手法採用

行に比べ、簡易なものであっても容認

されます。具体的な要件については、

引き続き検討を行い、解釈集等で明確

化したいと考えています。 

112 

第186条

（内部格

付制度） 

EAD の推計を行う方法は先進的内部格付手法

採用行であっても、「設けなければならない」

対象とはならないのか。 

御指摘の趣旨を踏まえ、修正致しまし

た(見直し後の規制案第179条第1項参

照)。 

113 

第187条 

第3項第3

号（事業法

人等向け

エクスポ

ージャー

の内部格

付制度） 

「当該債務者格付に属する典型的な債務者」

とも受け取れてしまうが、「典型的な」は「デ

フォルト確率」に係るものと考えられるため、

記載を修正したほうがよいと考えられる。 

御指摘の趣旨を踏まえ、修正致しまし

た(見直し後の規制案第180条第3項第3

号参照)。 

114 

第188条第

2項第1号

（リテー

ル向けエ

クスポー

ジャーの

内部格付

制度） 

本項の二号と三号は最終案の要件と相応する

が、第一号の「リスクの適切な分散」はどう

も見当たらないように思える。最終案にある

のは「meaningful differentiation of risk」

という要件であり、これはプール毎に意味の

ある形でリスクの区分がなされている、とい

う意味ではなかろうか。 

御指摘の趣旨を踏まえ、修正致しまし

た(見直し後の規制案第181条第2項第1

号参照)。 

115 

第189条第

1項（事業

法人等向

けエクス

ポージャ

ーの格付

の構成） 

債務者格付・案件格付については、適切な間

隔で区分した上で、結果として特定の格付区

分にエクスポージャーが集中した場合につい

ては問題としないとの理解でよいか。 

同条項の趣旨は、同一の内部格付に債

務者又はエクスポージャーが集中して

いる場合は、内部格付の区分の設定の

仕方を変更することについて検討すべ

きところ(例えば、上から3番目の格付

に集中しているのであれば、当該内部

格付を細分化する等)、このような検討

にもかかわらず「結果として」同一の

内部格付が付与されることは妨げない

というものです。 
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116 

第195条 

（格付付

与及びプ

ールへの

割当てに

おける評

価対象期

間） 

第 195 条において、格付付与等における評価

対象期間を「1年以上としなければならない」

旨の記載があるが、実務に鑑み、必須要件で

はなく推奨要件としていただきたい。 

いったん付与された内部格付が景気変

動により安易に改訂され、景気変動を

助長すること（いわゆる、プロシクリ

カリティ）を抑制するために、規制素

案第195条第1項では格付付与の評価対

象期間を「1年以上にわたる期間」と規

定しております。もっとも、具体的な

評価方法については、多様な方法が認

められております（規制素案第195条第

2項）。 

117 

第195条第

2項（格付

付与及び

プールへ

の割当て

における

評価対象

期間） 

リテール向けエクスポージャーのプールへの

割当てにあたり、「経済状況の悪化又は予期せ

ぬ事態の発生にもかかわらず債務者が契約に

従って債務を履行する能力及び意思を･････

評価しなければならない」とあり、その対応

方法として、「PD、LGD の推計を行うに当たっ

て特定の適切なストレス・シナリオを利用す

ること」とあるが、リテール向けエクスポー

ジャーのプールへの割当てにおける要件とし

ては必要ないものと考えており、当該条項は

削除していただきたい。 

同項各号は例示列挙であり、ストレ

ス・シナリオ以外の方法によることを

義務付けるものではありません。 

118 

第196条第

2号（モデ

ルの利用） 

「モデルへ入力するデータについて、正確性、

完全性及び適切性の評価その他の審査手続を

実施していること」となっているが、入力す

るデータを審査するというよりは入力フロー

の適切な検証体制が重要視されるべきだと考

える。 

内部格付手法では、金融機関が内部リ

スク管理上用いているデータ等に基づ

き規制上の所要自己資本を算出するこ

とを認めているため、データの入力フ

ローも肝要ですが、入力データの質の

維持も極めて重要なことと言えます。

同条第2号の規定は、こうした観点か

ら、各金融機関にモデルに用いるデー

タの正確性等の評価を求めるもので

す。 

119 

第196条第

7号 

第203条第

2項 

第 196 条第 7 号における「モデルに基づく格

付の付与について人的判断をモデルの出力値

に優先させた事例」とは、「モデル等を人的判

断と組み合わせている格付制度については該

当しない」との認識でよいか確認させていた

だきたい。 

また第203条第2項においては、「モデル等と

人的判断の組み合わせている格付制度」につ

いても含まれているとの認識でよいか、確認

させていただきたい。 

御指摘の趣旨を踏まえ、明確化を企図

し、修正致しました(見直し後の規制案

第189条参照)。 

120 

第196条第

7号 

第203条第

2項 

「モデルに基づく格付の付与について人的判

断をモデルの出力値に優先させた事例・・・・

を監視する手続が設けられていること」とあ

るが、「監視」とは具体的に何を意味するかお

示しいただきたい。 

モデルにより出力された結果を人的判

断によって置き換えた個々の事例につ

いて、当該置き換えの結果が適切であ

ったかどうかを追跡調査していること

を意味しています。 



 

 34  

121 

第199条第

1項（事業

法人等向

けエクス

ポージャ

ーに対す

る格付の

付与） 

事業法人向けエクスポージャーは必ずしも所

謂審査手続を経るわけではない。投資として

の社債購入や証券決済に伴うカウンターパー

ティ向けエクスポージャーは審査手続を経な

い。最終案では loan approval process とあ

るが、これを｢審査手続」と狭義に解する必要

はないのではないか。 

本邦の金融慣行では、取組時に各ファシリテ

ィの特性が個々の案件について定まるわけで

はない。保全状況は、取組後も変化していく

ものであり、「信用供与の審査手続において」

のみ、案件の特性に応じて当該エクスポージ

ャーを案件格付と関連付けなければならない

とするのは現実的ではない（根抵当権を他の

案件取組時に設定する例が典型的）。従って、

「信用供与の審査手続、又はその後の見直し

手続において」とするのが現実にマッチする

と思われる。 

金融機関において固有の審査部門が果

たす審査の機能は金融機関毎に異なり

ますが、当該信用供与に関する顧客対

応を行う者が内部格付の付与について

最終的な責任を負うのでない限り、こ

こにいう審査手続を御指摘の「取組時」

あるいは「取り組み手続きの一環」と

して理解していただいて差し支えあり

ません。 

122 

第200条

（リテー

ル向けエ

クスポー

ジャーの

プールへ

の割当て） 

「保証又はクレジット・デリバティブがない

と仮定した場合のプールへの割当て及びそれ

に基づくPD、LGD及びEADの推計」とあるが、

他の同一資産区分の案件と同じだけの情報を

取り得ない場合が多い。その場合は当該資産

区分の類似プールの PD、LGD 及び EAD から推

計するのが実際の管理である。仮に個々の案

件について、保証なしと同レベルでのプール

割当が可能であっても、そもそもプール間で

与信運営が異なるものを無視して、同一プー

ルの如く PD、LGD 及び EAD 推計を行うことは

意味があるとは認められず、プール型管理の

枠組みを損なうものである。保証付の部分に

ついてはそれ単体で PD、LGD 及び EAD 推計を

行うべきであり、本条項については修正を要

望する。最終文書でもそのような対応は求め

ていないと理解している。 

リテール向けのエクスポージャーの保

証又はクレジット・デリバティブの勘

案については、PD又はLGDを調整するこ

とになることから、調整に当たっては、

プロテクション提供者のPD又はLGDの

みならず、その調整の基となる債務者

のPD及びLGDの推計も不可欠なものと

考えられます。しかしながら、御指摘

のとおり、プロテクションがないエク

スポージャーと同程度の情報が取り得

ない場合も多いと考えられることか

ら、このような管理がリスク管理の観

点から適切であり、類似のプールのPD、

LGD及びEADから推計を行うことが、保

守性の観点からも適当である限りにお

いて、ご提案のような管理を行うこと

も可能であると考えられます。 

123 

第201条

（事業法

人等向け

エクスポ

ージャー

に対する

格付付与

手続の健

全性の維

持） 

重要な情報が判明した場合の格付見直しは、

直接利益を受けることがない立場にある者が

行う等とあるが、重要な情報、格付の見直し

手続き等の解釈に関して何らかの例示等が示

される予定はあるか。 

内部格付けの見直しの手続きの具体的

内容については、一次的には各金融機

関において検討すべき事項です。当庁

として各行の体制整備の一助となるよ

う例示列挙を行うことも考えられない

ではありませんが、各金融機関のシス

テムや内部管理の体系が異なることを

考慮すれば、例示列挙するとしても最

低限の一般的な指針に留まることにな

るものと考えています。 
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124 

第201条第

3項（事業

法人等向

けエクス

ポージャ

ーに対す

る格付付

与手続の

健全性の

維持） 

最終案パラグラフ424では、「格付付与及びそ

の定期的見直しは」信用供与によって直接利

益を受けない立場の者が実施又は承諾となっ

ているところが、本項では「見直し」のみに

なっていて、格付付与は意図的に利益相反の

禁止規定の対象外にしたように見える。 

御指摘を踏まえ、修正致しました（見直し後

の規制案第194条第3項参照）。 

125 

第202条第

2項（リテ

ール向け

エクスポ

ージャー

のプール

への割当

ての手続

の健全性

の維持） 

リテールプールにおいて個々の債務者の状況

を年１回見直すのは極めて至難であるため、

プールの損失特性が大きく変わらなければ

個々の債務者にまで遡ることは不要であると

していただきたい。            

具体的には、「年1回、プールの割り付けが適

切であることをサンプリングその他の方法に

より検証する必要がある。」という表現に改め

「個々の債務者の状況を見直す」という表現

を削除する、ないしは例外規定を設ける等の

手当てをしていただきたい。 

御指摘の趣旨を踏まえ、修正致しまし

た（見直し後規制案第195条第2項参

照。）。 

なお、見直し後規制案第195条第2項に

定める「代表的な標本の調査その他の

方法」は、本項に掲げる見直しの一態

様として掲げられており、ご懸念の点

はあたらないものと考えます。 

126 

第204条第

１項第１

号（事業法

人等向け

エクスポ

ージャー

に関する

データの

維持管理） 

「格付付与の責任者」のデータは、権限コー

ド等で保持し、個別名は別途検索すればわか

る仕組みでも問題ないか。 

ここにいう内部格付の付与の責任者は

暫定的な内部格付を付与したものでは

なく、最終的な格付けを付与したもの

をいいます。各種申請書類に記載が求

められている場合を除けば、審査や検

査の際に、責任者を特定できるように

整備されている限り、御指摘の取り扱

いで差し支えありません。 

127 

第208条 

第1項～第

3項（取締

役等） 

第 1 号の「・・・すべての重要事項は、取締

役会等及び執行役員の承認を得ていること」

や、第 3 号の「・・・取締役会等に報告して

いること」の「取締役会等」には、取締役会

から権限委譲を受けたその他の会議体を含む

という理解でよいか。 

その場合、第 2 号の「取締役」とは「取締役

全員」を意味するものではないと解してよい

か。 

「取締役会等」とは、取締役会又は取

締役会の下部機関である会議体、｢執行

役員｣とは、信用リスク管理について業

務執行権限を授権されたものをいいま

すので、御指摘のような理解で差し支

えありません。 

御指摘の趣旨を踏まえ、修正致しまし

た（見直し後の規制案第201条参照）。

128 

第209条

（信用リ

スク管理

部署） 

信用リスク管理部署は信用リスク管理のみを

行う専担部署でなければならないのでしょう

か。信用リスク管理を、その他のリスク管理

も統括する統合リスク管理部署が行う場合

も、本条の要件を満たすと考えてよいでしょ

うか。 

御指摘のとおりです。 
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129 

第209条

（信用リ

スク管理

部署） 

第 1 項で、信用リスク管理部署は「実施及び

運用を担当」するとしながら、第 3 項で「運

用の監視」を行うとあるのは矛盾しているよ

うに思われる。後段も併せて勘案すると、信

用リスク管理部署は「内部格付制度の設計又

は選択」を行うとともに「実施及び運用を担

当」ではなく、「実施及び運用を監視」すると

いうのが適切な役割ではないか。 

御指摘の趣旨を踏まえ、修正致しまし

た(見直し後の規制案第202条第1項参

照)。 

130 

第209条 

第2項（信

用リスク

管理部署） 

「与信部門」「与信業務の担当者」とは、「営

業部門」及び「営業担当者」との解釈でよい

か確認させていただきたい。 

営業部門、営業担当者の意味するとこ

ろは各金融機関によって必ずしも同一

でないところですが、本条項は、顧客

と相対して直接案件の組成に関与する

者と、当該案件に係るリスクを管理す

る部署とが独立していることを求める

ものです。 

131 
第210条

（監査） 

監査役と同等の独立した機能を有する業務監

査機関には、監査法人等の外部監査機関を含

むか。 

本条項は内部監査部門による監査を想

定したものです。 

132 

第211条

（格付の

利用） 

規制管理と内部管理とで「推計値が相違する

場合は、････信用リスク管理指針に当該相違

点及びその理由を記載しなければならない」

とあるが、当該相違が本邦会計制度に起因す

るものである等、個別金融機関の問題でない

ものについては記載不要としていただきた

い。 

御指摘のような場合であっても、当該

事項の記載は必要と考えています。 

133 
第212条、

第162条 

デフォルトの定義については、金融検査マニ

ュアルやリスク管理の実務にあわせて、「破産

更生債権およびこれらに準ずる債権」、「3か月

以上延滞債権を有する債務者の債権」とすべ

きである。 

デフォルトの定義については、変更を

予定しておりません。 

134 

第212条第

3項（デフ

ォルトの

定義） 

「デフォルト事由が解消されたと認められる

場合は･･･LGD を推計しなければならない」と

あるが、一旦デフォルトしてその後解消が認

められた債権については、正常先復帰時にそ

の時点の残高が全額回収されたものとして

LGD 推計に取り込むことで問題ないことを確

認させていただきたい。 

LGDには様々な推計方法が存在し得ま

すが、正常先復帰時にコストを調整し

た後のエクスポージャー全額が実際に

回収されたのであれば、正常先復帰時

に全額回収されたものとしてLGD推計

に取り込むことは問題ないと考えられ

ますが、コスト勘案のあり方について

は慎重に検討する必要があります。 

135 

第213条第

1項（延滞

日数の見

直し等） 

延滞日数の見直し等については、本邦では貸

出条件緩和債権の認定基準に準じることが合

理的。かかる観点からは、一律に第1号～第4

号の記載を必須要件とすることは実務と整合

しないと考えられるため、あくまでも例示と

する形で条文を見直していただきたい。 

特に、第 4 号の返済期限見直しの回数の上限

を明示する必要はないと考える。 

延滞日数の見直し等については、本来

デフォルト事由が生じているはずのエ

クスポージャーをデフォルトしていな

いものとして容易に扱うことが可能で

あるため、規制素案第213条第1項に5

つの内部リスク管理上の要件を設定

し、そうした行為を抑制することを意

図していますが、今後、解釈集等の中で
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明確化を図る予定です。 

136 
第213条第

1項第2号 

「延滞日数の見直し等」に必要な最短の「信

用供与の期間」は、当初貸出期間、延滞後経

過期間、返済猶予期間など、どのような期間

を意味しているか明確にしてほしい。 

当初の貸出期間の意です。 

137 
第216条第

2号 

デフォルト事由と異なる定義に基づく内部デ

ータの使用に当たり、データへの適切な調整

とは具体的にどのようなものか。 

調整が適切になされていることの説明

責任を果たせるよう、各金融機関にお

いて具体的な調整方法をご検討いただ

くことが求められています。 

138 
第222条～

第225条 

LGDの推計方法については、民間金融機関のプ

ラクティスを尊重し、規制の運用・詳細を決

めるに際しては、民間金融機関との意見交換

の場を設けていただきたい。 

LGDの推計方法については、バーゼルⅡ

にも記載されているように、バーゼル

委において引き続き検討されていま

す。今後、バーゼル委での検討結果を

踏まえ、規制対象となる金融機関の意

見も踏まえつつ、国内実施の準備を進

めていく予定です。 

139 

第223条 

第1項第2

号 

「当該エクスポージャーの特定期間のおける

損失率が長期平均デフォルト時損失率を上回

る可能性を考慮すべき」について、対案の通

り修正をお願いいたしたい。 

【対案】「信用リスクに伴う損失が平均的な損

失を上回る期間がある場合に、一定のタイプ

のエクスポージャーには循環性の変動により

損失規模が上回る場合があることを念頭にお

き、そのような可能性を推計値に含める必要

がある。」 

LGDの推計方法については、バーゼルⅡ

にも記載されているように、バーゼル

委において引き続き検討されていま

す。今後、バーゼル委での検討結果を

踏まえ、規制対象となる金融機関の意

見も踏まえつつ、国内実施の準備を進

めていく予定です。 

今回頂きました御意見については、バ

ーゼル委での検討の際に参考にさせて

いただきたいと思います。 

140 

第223条第

5項（LGD

の推計） 

「標準的手法で必要となる基準と合致する、

担保管理、運用手続、法的確実性及びリスク

管理手続に関する内部基準を作る」こととな

っているが、法的有効性（第83条）の規定は

あるものの、最終案のパラグラフ115（リスク

管理プロセス）、123～124（実効性）、125～126

（担保管理）に相当する条文が見当たらない。

先進的内部格付手法における信用リス

ク削減効果を認めるための具体的な要

件については、今後検討する予定です。

141 

第223条第

6項（LGD

の推計） 

デフォルトしたエクスポージャーの期待損失

の推計は、原則、償却・引当制度における個

別貸倒引当金と一致させてよいか確認させて

いただきたい。 

期待損失と会計上の引当金について

は、バーゼルⅡにおいては、これらが

一致しないことを前提として、適格引

当金が期待損失を上回っている場合に

は分子に算入が可能であり、逆に下回

っている場合には分子から控除される

枠組となっています（見直し後の規制

案第5条、第6条及び第8条等参照）。従

って、償却・引当制度における引当金

と期待損失の推計は、必ずしも完全に

一致している必要はありません。 
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142 

第224条、

第225条、

第245条 

1.リスクをより正確に反映させる観点から

は、将来的に多数の金融機関が独自のリスク

管理手法により内部格付手法を適用すること

が望ましく、ひいては、円滑な中小企業金融

に資すると考えられる。 

2.しかし、内部格付手法に関する下記の点に

ついては、再考すべきである。 

①今次の告示案においては、国内業務のみを

行う金融機関においても内部格付手法を採用

する場合 8％以上の自己資本比率が求められ

ることになっているが、これは、国内基準行

において、よりリスク管理が高度である内部

格付手法を採用する大きな阻害要因となる。

国内行向けに 4％以上の自己資本比率にて内

部格付手法を取りうることを認めるべきであ

る。 

②デフォルト確率の推定等に 5 年分以上のデ

ータが必要なため、データ蓄積が充分でない

小規模の金融機関では円滑に移行ができない

可能性がある。そこで、外部のデータベース

（CRD等）のデータを代替的に用いることを認

めることで、より多くの金融機関が内部格付

手法に移行できるよう取り扱うべきである。

①内部格付手法採用行においては、自

行推計したデータをもとに所要自己資

本の額を算出する枠組みであり、8％以

上を維持するよう求めてきた現行規制

との調整のために便宜的に所要自己資

本の額を12.5倍した額をもって、信用

リスク・アセットの額としているに過

ぎません。内部格付手法採用行につい

て4％以上で足りるとすることは、自行

推計したデータを用いて計算した所要

自己資本の半分で足りるとすることに

他ならず、適切なリスク管理の観点か

らも、問題と考えられます。 

②PD、LGD及びEADの推計に当たっては、

一定の要件を満たす外部データの利用

は排除されておりません（見直し後の

規制案第210条第1項参照）。 

143 

第226条第

4項（保証

による信

用リスク

削減効果

の勘案） 

「債務者のデフォルト事由と保証人のデフォ

ルト事由との間に」完全な相関関係があるこ

とを前提に信用リスク削減効果を勘案するこ

ととなっているが、デフォルト事由が完全に

相関しているということは、片方がデフォル

トしたときは、もう一方も必ずデフォルトし

ているということであり、全く同じデフォル

ト率になってしまうので、信用リスク削減効

果はそもそも無いということになってしま

う。 

御指摘の趣旨を踏まえ、修正致しまし

た(見直し後の規制案第219条第4項参

照)。 

144 

第227条

（保証人

に対する

債務者格

付等の付

与） 

「保証がないと仮定した場合における債務者

の情報及び保証人に関するすべての情報を保

有すること」の「すべての」の文言は「必要

な」に修正していただきたい。 

御指摘の趣旨を踏まえ、修正致しまし

た(見直し後の規制案第220条第1項第3

号参照)。 
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第227条第

1項第1号

（保証人

に対する

債務者格

付等の付

与） 

保証人に対する継続的な格付付与に関して

は、簡易的な格付手法（例えば外部格付の内

部格付への読み替えなど）を許容いただきた

い。 

内部格付手法における最低要件を遵守

する限りにおいて、外部格付の内部格

付への紐付け（マッピング）を行うこ

とは妨げられません。なお、単純に外

部格付を内部格付に引き直すことは認

められません。 
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第229条

（調整に

関する基

準） 

第 226 条第 1 項は「先進的内部格付手法採用

行」に適用されるが、第 2 項は「内部格付手

法採用行」に適用される。229条は「先進的内

部格付手法採用行」のみに適用と読めるので、

226 条第 2 項に従ってリテールの保証勘案を

している金融機関は「明確な基準」の策定は

求められないと考えてよいか。 

御指摘の趣旨を踏まえ、修正致しまし

た(見直し後の規制案第222条参照)。 
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第230条第

1項（クレ

ジット・デ

リバティ

ブについ

ての取扱

い） 

シングルネームのクレジット･デリバティブ

に保証の規定（第 226 条～第 229 条）を準用

するに当たって、「第百二十四条」とあるのは

「第百二十五条及び百二十六条」と読み替え

るとあるが、該当箇所（第226条～第229条）

には「第百二十四条」に言及した箇所が見当

たらない。どの部分の読み替えを意図したも

のか。 

御指摘の趣旨を踏まえ、修正致しまし

た(見直し後の規制案第223条第2項参

照)。 
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第231条第

2項第1号

（EADの推

計方法） 

事業法人等向けエクスポージャーにおいて

は、「デフォルト事由発生前及びデフォルト事

由発生後に債務者が追加的引出行為を行う可

能性」は LGD 推計で勘案するという理解でよ

いか。 

同条項第1号に定められているように、

「クレジット･カードその他の将来の

不確実な引出を伴うリテール向けエク

スポージャー」については、LGD又はEAD

の推計において勘案することができま

す。 
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第231条第

5項（EAD

の推計方

法） 

EADに関しては「入手可能な」が省かれている

が、その趣旨は何か 

御指摘の趣旨を踏まえ、修正致しまし

た（見直し後規制案第210条第1項及び

第224条参照）。 
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第237条第

2項、第3

項（適格購

入事業法

人等向け

エクスポ

ージャー

のリスク

の定量化

の特則） 

これらの項は「トップ･ダウン･アプローチを

用い」る場合の特則のように思われるが、第1

項と違って、特にことわりがないので、ボト

ムアップ･アプローチの購入債権にも適用さ

れるように読める。 

御指摘の趣旨を踏まえ、修正致しまし

た(見直し後の規制案第230条参照)。 
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第239条

（トッ

プ・ダウ

ン・アプロ

ーチの最

低要件） 

第239 条第4 項の「ワークアウトのシステム

に関する基準」並びに第 6 項の「行内の指針

及び手続の遵守に関する基準」については、

期待項目に過ぎず規制上の必須要件としては

妥当でないため、以下のように修整していた

だきたい。 

また、第239 条第3 項の「監視に関する基準」

は、リボルビング･ローンもしくはプログラム

型でローンを継続反復購入する場合を想定し

たものと考えられ、必ずしもターム･ローンを

プールで購入する事例等全ての場合に該当す

御指摘を踏まえ、今後、必要に応じ規

制素案の修正や解釈集の中での明確化

を図りたいと考えています。 
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る基準とは思われないので、適用の基準を明

確にするようにお願いしたい。 

・ 第1 項第一文末尾：「．．．推計する場合は、

次に掲げる点を考慮するものとする。」 

・ 第4 項第一文：「第1 項第三号の「ワーク

アウトのシステムに関する基準」 

とは、次に掲げるも事項その他の適当な事項

を考慮しなければならない。」 

・ 第6 項第一文：「第1 項第五号の「行内の

指針及び手続の遵守に関する基準」は、次に

掲げる事項その他の適当な事項を考慮し、そ

の他すべての…」 
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第239条第

3項第1号

（トッ

プ・ダウ

ン・アプロ

ーチの最

低要件） 

銀行が、購入債権の質及び購入債権の譲渡人

又はサービサーの財務状態の相関を査定する

ことは難しい。 

同条項第1号については、今後、金融機

関の実務を踏まえ、解釈集の中での明

確化を図りたいと考えています。 
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第239条第

3項第2号

（トッ

プ・ダウ

ン・アプロ

ーチの最

低要件） 

銀行は、譲渡人又はサービサーからの報告書

の正確性の検証、詐欺的行為等については、

譲渡人の信用力を銀行が判断することで代替

し、譲渡人の信用力が著しく低下した場合は、

必要に応じて譲渡人又はサービサーの現地調

査等を行うことでよいか。 

同条項第2号については、今後、金融機

関の実務を踏まえ、解釈集の中での明

確化を図りたいと考えています。 

154 

第239条 

第3項第4

号（トッ

プ・ダウ

ン・アプロ

ーチの最

低要件） 

「特定又はすべての購入債権のプールにおけ

る一債務者に対する信用供与の集中を監視」

とあるが、必ずしもすべてのプールに関する

合算の管理を求めているわけではないとの解

釈でよいか。 

同条項第4号については、今後、金融機

関の実務を踏まえ、解釈集の中での明

確化を図りたいと考えていますが、現

在のところ、以下のように検討してい

ます。 

当該規定は、信用供与の集中が生じて

いる蓋然性が低いプールにまで、合算

の管理を求める趣旨ではありません

が、例えば、個別の購入債権のプール

において大きな割合を占める債権の債

務者について、当該債務者に対するエ

クスポージャーが複数の購入債権プー

ルに跨って存在していた場合であっ

て、全ての購入債権プールから見て信

用供与の集中が発生している蓋然性が

高い場合にあっては、適切な範囲にお

いて合算の管理を行う必要があると考

えております。 

155 
第239条第

6項2号

「購入債権の譲渡人及びサービサーに対する

内部評価の担当者」と「外部評価の担当者」

同条項でいう「外部評価の担当者」と

は、外部の担当者の意でなく、購入債
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（トッ

プ・ダウ

ン・アプロ

ーチの最

低要件） 

の間の分離独立が謳われているが、「外部評価

の担当者」は当然、内部の人間ではないと思

われるので、分離独立はいまさら断るまでも

ないと思われる。 

権の譲渡人及びサービサーの評価を実

地で行う担当者を意味しております。

｢外部評価｣の詳細については、今後、

必要に応じ規制素案の修正や解釈集の

中での明確化を図りたいと考えていま

す。 
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第239条第

6項第2号

（トッ

プ・ダウ

ン・アプロ

ーチの最

低要件） 

「外部評価」とは「譲渡人及びサービサーと

してのデューデリジェンス（実地監査）に関

する評価」という解釈でよいか。 

御趣旨を踏まえ、今後規制素案の修正

や解釈集の中での明確化を図りたいと

考えています。意見155に対する回答も

あわせて御参照下さい。 
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第242条

（外部デ

ータによ

る内部格

付制度の

検証） 

外部データ･ソースは必ず入手可能とは限ら

ないので、「定量的な検証の手法を用いたり、

関連する外部のデータ･ソースとの比較を行

う」といった表現に変えることで、内部格付

手法の検証に定量的な検証の手法を適用すれ

ば、必ずしも外部データ･ソースとの比較を必

須としない取扱いとしていただきたい。 

外部データ・ソースとの比較は、現在

のところ、内部格付手法の検証におい

て重要と考えており、外部データ・ソ

ースが手許に存在しないことを理由に

これとの比較を行わないとすることは

適当ではないと考えています。具体的

な検証のあり方については、バーゼル

委でも研究･議論が進んでおりますが、

今後そうした研究成果を踏まえ、慎重

に検討を行いたいと考えています。 
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第248条3 

項4項（内

部モデル

手法の承

認の基準） 

内部モデル手法の承認の基準については、最

低要件項目と期待項目とを区別して規定する

ことが必要と思われる。第 248 条に掲げられ

る基準の中には、第 3 項、第 4 項のように期

待項目に過ぎず、規制上の必須要件としては

妥当でないものが含まれているので、以下の

ように修正していただきたい。 

・第3項第1文：「第一項第二号の内部統制に

関する基準を充たすための態勢とは、以下の

ような点を考慮することが望ましい。」 

・第 4項第1文：「第一項第三号の検証に関す

る基準を充たすための態勢とは、以下のよう

な点を考慮することが望ましい。」 

また、各金融機関の経営裁量に属する内部統

制の基準にかかる事項についても、以下のよ

うにしていただきたい。 

・第3項第2号ロ：「株式等エクスポージャー

のポートフォリオの実績その他の運用実績の

測定及び評価」と修正する。 

御指摘を踏まえ、今後解釈集の中で明

確化を図りたいと考えています。 

159 

附則第13

条（株式等

エクスポ

ージャー

告示素案では、継続して保有されているもの

として取り扱うことができる保有株式数の増

加は株式分割に限定されるように読めるが、

合併や株式交換などにより投資額増加を伴わ

御指摘の趣旨を踏まえ、修正致しまし

た (見 直 し 後 の 規 制 案 附 則 第 13条 参

照。)。 
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に関する

経過措置） 

ない保有株式数の増加が生じる場合も、経過

措置適用が継続されると理解しやすい下記の

ような表現に見直しをしていただきたい。 

【対案】当該エクスポージャーの発行主体に

よる株式分割、合併、株式交換等に起因して

投資額増加が伴わない保有株式数の増加が生

じたときは、前項のエクスポージャーは継続

して保有されているものとして扱うことがで

きる。」 
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附則第13

条（株式等

エクスポ

ージャー

に関する

経過措置） 

株式エクスポージャーに関する経過措置（い

わゆる「グランドファザリング」）の対象を、

「主要な株価指数に連動して運用される投資

信託」（いわゆるインデックス・ファンド）に

拡大すべきである。 

左記のような投資信託については、運

用対象の選択につき、当該投資信託を

保有している金融機関の恣意性が排除

されていること、また、経過措置期間

中に、そのリスク内容が、株価指数に

含まれる個別株式を金融機関が継続し

て保有する場合と比べて大きく変動す

る恐れが少ないことから、経過措置の

対象に含めることとする。 
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附則第13

条（株式等

エクスポ

ージャー

に関する

経過措置） 

当該項において、非公開会社の株式を取得後、

売却した場合の株式エクスポージャーは簿価

通算されたものを用い算出することでよい

か。 

御指摘を踏まえ、今後規制案の解釈を

明確化する過程で検討したいと考えて

います。 

 


